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《論説》

近代中国における大法官憲法解釈制度の形成
一憲法解釈の可能性をめぐる司法制度史的研究一

牟 憲 魁

はじめに

中国の歴史上，憲法規定をもってアメリカのような最高裁判所制度を導入

した先駆けとして，日本国憲法と同じ時期に成立した1946年中華民国憲法が

挙げられる。ただ，そこで成立した大法官憲法解釈制度は憲法の構想に離反

して，大陸型の制度へと転身していった始末のである。この憲法構想の幻滅

は，それまで憲法訴訟制度が裁判実務において自主的に確立されなかった現

実にとって，アメリカのような憲法訴訟制度を近代中国の司法に導入する試

みの失敗をも意味する。

ここで筆者の主要関心は，なぜアメリカのような憲法訴訟制度が近代中国

の司法に受容されなかったかに向けられる。この視点から，本章は1946年中

華民国憲法における大法官憲法解釈制度の成立経緯にとどまらず，それまで

の憲法訴訟制度導入の迂余曲折をも視野に入れつつ，中国司法制度の近代化

における試行錯誤の考察を通じて，大法官憲法解釈制度が形成された要因の

深層を探り，それらに残された課題を示すことを目的とする。

そのために，本論考においては，相互に関連する二つの考察を行うことと

する。まず第一に，近代中国の司法制度が北京政府時代の大理院体制から国

民政府時代の司法院体制へ転換した歴史的経緯をたどりつつ，政治の現実や

その変動が与える影響を念頭に置きながら各時期における司法制度の成立経

緯とその問題↓性を考察し，かつそれに関係した制憲構想における司法権の課

題を見極めたうえで，憲法訴訟制度導入を阻害する要素を近代中国の司法白
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体に追究することである。第二に，大法官憲法解釈制度の形成について，そ
（１）

れが司法機関による質疑解釈の制度に由来するとの学説力〕ら，中国司法制度

の特色としての法令統一解釈制度の特徴や機能を考察し，法令統一解釈制度

の変遷と大法官憲法解釈制度の形成とはいかなる関連性があるかを再検討す

ることである。

北京政府時代における司法権と憲法解釈の可能性

Ｈ大理院体制の成立経緯

1近代的司法制度の導入

古代中国の司法は他国のそれと同じく，裁判機関と行政機関との非分離が
（２）

その基本的性格である。そこに，近代憲法意義上の司法また(ま司法権の概念

は未成立であることは言うまでもない。

そのような伝統を背景として清末に胎動した司法制度の近代化は，司法機
（３）

関の独立ｲﾋを不可避の課題とした。1906年，清朝は国内外`情勢の圧力の中で，

｢予備立憲」を宣告し，官制改革を開始した。その一環として，従来の刑部

を法部と改称して司法行政を掌理させ，従来の大理寺を大理院と改称して司
（４）

法裁判を掌理させることとしﾒﾆ。同年成立した「大理院審判編制法」は「大

理院以下及び本院直轄の各裁判機関は，司法裁判について行政部門から干渉

を受けず，もって国家司法の独立たる権力を尊重し人民の身体と財産を保障
（５）

する」（同法６条）と定め，裁半Ｉ機関の独立，性とその人権保障志向を宣言し

た。翌1909年，これにかわって成立した「法院編制法」は，当時の日本の裁

判所構成法と同様，大理院を頂点とする四級三審制の枠組みを定めて近代的
（６）

司法制度を導入した。同年，「各省城商埠‘各級審検庁編制大綱」の公布１こよ

って司法と行政の分離が始まったが，その後清朝が崩壊したため，地方裁判

機関の設置は首都または省庁所在地あるいは商埠地（貿易の行われる都市，
（７）

開港場）｜こ留まった。

ここで留意すべきは，この法院編制法が「大理院長は，法令を統一解釈す

る権力をもつ。但し，裁判官の掌理する事件の裁判を指揮してはならない」
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(同法35条）と規定し，最高裁判機関としての大理院に法令統一解釈権を付

与したことである。この規定により，中国において，司法制度近代化の発足
（８）

とともに，司法機関による質疑解釈の制度の登場をみることになった。

２大陸型司法制度の確立

中華民国成立の直後，三権分立の原則に基づいて成立した「中華民国臨時

約法」は第６章「法院」の下で，法院（裁判所）の組織構成と権限，裁判官

の任命と身分保障，裁判の独立と公開など近代的司法制度の基本原則を確立

した。司法権の構造について，同法は当時の日本と同じく，司法裁判所以外
（９）

に，行政裁半I所を設置する枠組みを採択した。法院の構成については，当時，

臨時大統領令により法院編制法を含む清末の法制度を受け継ぐと決定したこ
（10）

とで，清末の大理院を頂点とする四級三審制の司法制度は弓|き継がれ，また

各地においては新式裁判機関が未成立であったため，引き続き行政官僚が裁

判を兼任することになった。後の1915年６月20日，北京政府が清末の「法院

編制法」に修正を加え，改めて公布施行した。その修正では，初級審判庁を

廃止し，司法裁判所の構成を地方審判庁，高等審判庁及び最高裁としての大
（11）

理院の三級制にすることを主としたが，大理院に関しては変動力ｉなかった。

従って，法令統一解釈権はなお大理院長が保有することとなっていた。

３憲法制定作業の挫折

哀世凱が大統領に就任した後，憲法の起草作業は，独裁・戦乱・政変によ

る国会の機能停止で何度か放置された。ここで，ただこの時期にかつて公布

された「中華民国約法」や「中華民国憲法」を取りあげ，そこにおける司法

権の様相を概観しておきたい。

1914年，哀世凱が国会を解散した当時，国会が起草した憲法草案（天壇憲

草ともいう）を破棄し，その代わりに臨時約法を修正する形で約法会議を組

織し，同年５月に「中華民国約法」（新約法，衰記約法ともいう）を公布し

た。この新約法は「法院」の部分において，臨時約法と比較すると若干の相

違点がある。第一に，司法権の独立について，臨時約法にいう「裁判官は独

立に裁判し，上級官庁からの干渉を受けない」を，「法院は法律に基づき，
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民事訴訟，刑事訴訟を独立に裁判する」と修正し，「法律による裁判」を強

調した。第二に，新約法は，臨時約法にいう「法院は臨時大統領及び司法総

長がおのおの任命した法官から組織する」との規定を，「司法は，大統領の

任命した法官により法院を組織しこれを行う」と修正し，裁判官の任命権を

大統領に集中した。第三に，新約法により，大統領に対する弾劾事件は立法

院が大理院へ提訴する規定を追加し，大理院に大統領弾劾の裁判権を付与し
(12）

た。だが，哀世凱の帝政復活への動きｶｺﾞ失敗した後，1916年６月29日黎元供

による大統領令が臨時約法及び国会の権限を復権させたことにともなって，
（13）

この約法(ま廃棄されることとなった。

国会が再開した後，天壇憲草の審議が開始されたが，1917年，第一次世界

大戦参戦の是非をきっかけに表面化した大統領と内閣総理の政治紛争で国会

が二度解散され，憲法草案の議決も中断することになった。1923年秋，軍閥

間の戦争に勝利した曹錫が大規模な買収活動を通じて旧国会議員を招集して

国会を再開し，大統領に選任された。三度再開の国会は上述の憲法草案を速

やかに可決し，曹鋸の就任式当日に「中華民国憲法」（曹銀憲法，賄選憲法

ともいう）を公布した。この中国における最初の憲法典は司法権に対して，

大統領による「最高法院長の任命は参議院の同意を通さなければならない」

との規定を追加するほか，立法権，行政権の明文規定に対応し，「中華民国

の司法権は法院によりこれを行使する」と定めて三権分立の政治枠組みを明

確化した。特に，司法権の構造について，同法は「法院は法律に基づき民事，
（14）

刑事，行政及びその他一切の訴訟を受理する」（同法99条）と定めﾌﾟこ。同規

定について，憲法草案説明書が「注意すべきは，平政院の設置を主張しない
（15）

ことである」と強調したことがあり，当時の裁半Ｉ所構成を司法裁半Ⅱ所と行政

裁判所の分立から一元化する傾向を見せた。ただ，この憲法は翌年曹錫政権

が崩壊した結果，当時の司法制度に変革をもたらすものではなかった。

(二）大理院の役割及び大理院体制の問題性

１大理院の役割
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憲法制定作業が困難を極めるなか，大理院は国会解散と軍閥間戦争を経て，

1927年まで最高裁判所として機能しており，司法権の確立に大いに寄与した

と言えよう。したがってここでは，大理院の役割について追究整理を行って

おきたい。

まず，大理院は裁判作業の他，自らの判決をふまえて判例集を編集した。

民国初期には，国内の戦乱や政権の交代が相次いたため，国会は順調に機能

せず，刑法，民法及び商法等の法律案は立法手続を踏むまでに至らなかった。
（１６）

その状況下，大理院は|日法律，慣習または法理に基づき半l決を下し選別し，

それらをもとに，具体的事実を省略して抽象的内容に絞ったうえで，「大理

院判例要旨集』に収め刊行した。それらの「判例」は下級裁判所にとって事

実上の拘束力をもち，裁判上の法源となった。しかも，そのなかで確立され
（17）

た法原ＨＩの多くは，後に国民政府の民法典に吸収された。このような事情か

ら，民国以来，英米法のような判例法制度を実行していたとする指摘も当時
（18）

すで|こあった。

そして，大理院はその内部事項について自律的権能を有していた。具体的

には，1915年の法院編制法上，司法総長（司法部の長）が司法行政機関とし

て全国の裁判機関を監督することを建前とするが，大理院及びその分院の事

務処理規則については，大理院が自己制定し，施行前に司法部に「諮報」す
（19）

べきものと定めている（同法47条３項)。こうして，司法部Iま司法行政権を

もつにもかかわらず，大理院内部の司法行政に関与することが排除されるこ

ととなり，司法権の独立に資するといえる。

また，大理院は法令統一解釈権をもっていた。この法令統一解釈制度の特

徴については，後に論じることにしたい。

２法令統一解釈制度の特徴

法令統一解釈制度は大理院体制の特色があるところである。『大理院弁事

章程」（1919年）によれば，当時の法令統一解釈制度は次の特徴が指摘され
(20）

る。

①解釈の申請者は，公署または法令の認める「公法人」の公務員が職務
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上法令について疑義をもつ者に限り（同章程204条)，国民の申請に応じない。

実際，大理院に解釈を申請した機関は，司法機関のほか，国務院，陸軍部，

司法部その他中央行政の各部門及び地方の軍政長官もあり，その場合の法令

解釈の拘束性が大理院の最高裁的な地位によって確保されているため，司法
（21）

権の強化に寄与したとされてし､ろ。

②法令解釈の対象について，法令に関する疑義のほか，「法令に明文の

ない事項に即して解答（解釈・回答）を要請する場合には，拒絶してはなら

ない」（同章程205条）としている。

③法令解釈の効力について，「大理院の法令に関する解釈は，法院編制

法35条の但書の場合を除き，同類の事件に対して拘束力がある」（同章程203

条）としている。

④法令解釈の手続について，大理院長は解釈の申請文書を民事または刑

事に分け，民事法廷または刑事法廷の廷長に審査して解釈草稿を起草せしめ

る。申請文書及びその解釈草稿は，当該廷長及び当該法廷の判事の審査をう

けなければならない。大理院の裁判例または解釈例に抵触するもの，または

新たな解釈例を作るものであれば，当該廷長及び当該法廷の判事が意見を陳

述し，二説以上があるときは，その主張者の提議によって民事または刑事の

判事全員会議を開催することができる（同章程206条)。

⑤法令解釈の内容は，申請文書を付け政府公報に登載し公示される（同

章程210条）としている。大理院の法令解釈が裁判に対して拘束力がある以

上，その発表は実際に法律の公布に等しく，下級裁判所の裁判に法源を提供

することになる。

以上のように，解釈の申請要件，解釈の対象，手続及び効力からみて，大

理院の法令統一解釈は裁判の場で具体的事件に即して行った法令解釈ではな

く，裁判過程を離れて抽象的に法令を解釈するものである。したがって，そ

の法的,性格は，司法作用よりも，むしろ一種の立法作用を演じるものと考え

た方が妥当である。

その一方で，裁判官にとっては，法令解釈の申請が事案を独立に判断する
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責務を逃れる出口となりかねず，当然司法権独立の原則に背反することであ

る。しかも，その結果，審級制に設けられた当事者が上訴する道を無意味と

し，国民の裁判を受ける権利を実質的に制約しかねない。確かに，当時の近

代的司法制度の成立直後の成熟度，とりわけ地方の裁判実態や下級裁判官の

素質等の現実から，こうした「伺い・指示」パターンの司法解釈制度はなん

ら価値もないとはいえないが，しかし，今日の中国及び台湾の司法制度にお
（22）

いても，カコような抽象的法令解釈制度の遺制がなお見られる。

３司法権の独立をめぐる問題点

清末に開始された司法制度の近代化は￣貢して裁判機関の独立を基本的ア

プローチとするが，民国初期を通して，独立たる裁判機関の設置は難業とな

った。当時，地方における司法裁判は省庁所在地または商埠地以外，初級審

判庁が地方財政上の困難で設立されておらず，県知事（日本の市町長に相
（23）

当）が裁半Ｉを兼任する状況であった。この現実から，「県知事兼理司法事務

暫行条例｣，「京兆各県司法事務暫行章程｣，「県知事審理訴訟暫行章程」など
（24）

の司法規則力x相次いで制定され,適用されていた。したがって,司法制度の

外観は臨時約法及び法院編制法を基盤とするが，その根幹の部分が形骸化さ

れた結果，四級三審制は廃止されたこととも同じ状況となった。しかも,各

地の軍閥が自立して合い争う状態で国家の政権さえ安定して持続できなかっ

たこともあって，司法権が独立するまでには至らなかったであろう。それゆ

え，当時の司法は各軍閥のコントロールの下で，その政治的軍事的意図に奉
（25）

仕し，人民の権利を無視する半I断を下すこともあった。

他方，新型司法制度を採用する司法系統内部においては,大理院による監

督権の行使が裁判官の職権の独立に少なからぬ影響力を持っていた。下級裁

判に対する監督について，法院編制法上，「大理院及分院ヨリ下級審判庁二

対シ下級審判庁ノ案件ヲ発交シタルトキハ下級審判庁ハ該案二対シ該院法令
（26）

上ノ意見二違背スルコトヲエス」（同法45条）との明文ｶｺﾞある。また,大理

院弁事章程第２章「院長」の部分にも，大理院長は各法廷が裁判を議定した

後作った判決書の原稿を審査して適当でないと認めたとき，または裁判の手
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続が法令にふさわしくないと認めたときにはそれを指摘し，また特定の事件

に際して必要と認めたときには裁判の進行に関する報告を聴取する（同章程
（27）

35,36条）と明記されている。かような裁半Ｉ所内部の監督権の行使は，かつ

て日本においても「平賀書簡事件」（1969年）をきっかけとして，「大津事
（28）

件」（1891年）について論議・批半Ｉされたことを想起させる。

曰司法権をめぐる制憲構想

民国初期の制憲作業は多くの挫折を伴ったが，曹鋸政府に至ってようやく

終止符を打つことになった。以下，1923年憲法の制憲趣旨に焦点をあてて当

時の司法権に関する憲法理念を追究しておきたい。

１司法権の範囲

国会の憲法起草作業は，憲法解釈権及び行政裁判権を司法権に属させるべ

きかの問題を重視し，憲法草案の総説明書においてその制憲趣旨を説明した。

（１）憲法解釈権

近代立憲主義の確立期に議会中心主義が支配的であった時期には，議会が

立法権の行使というかたちで示す憲法の有権的解釈が最終的であった（明治

憲法下の立憲学派も，「憲法は立法機関によって維持せられるのが当然」（美

濃部達吉）としていた)。それとは正反対に，行政権の優越を主張する側か

らは，憲法保障の役目を大統領に託そうという議論（シュミットの「憲法の

擁護者論｣）が出される。それに対し，連邦最高裁判所が自らの判例によっ

て審査権を行使してきたアメリカの場合は，例外的事例であったと言われて
（29）

（、ろ。

中国の場合，民国初期には，アメリ力のように憲法の解釈を裁判所に委ね
（30）

るとの主張もあったｶｺﾞ，国会の起草した中華民国憲法（1923年）は憲法解釈

権を国会議員によって組織した憲法委員会に付与するとしている（同憲法

139,140条)。その理由について，憲法起草委員会長湯満の提出した「総説
（31）

明書一」の第５部分(よ「憲法の解釈」と題し，次のように説明している。

まず，憲法解釈権の機能について，「命令は法律に抵触すれば当然無効と
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するが，法律は憲法に抵触すれば当然無効とする」とした上，それを証明す

るには憲法の解釈を要すると指摘した。

そして，憲法解釈権の帰属について，当時の諸国憲法に対する概観を行っ

た。すなわち，「各国憲法上，明文を持って規定するものは，チリ憲法155条，

トルコ憲法117条，オーストリア連邦憲法76条しかない。それらはいずれも

明文で憲法解釈権を議会に属せしめる。明文の規定を設けていないものとし

ては，２類型に分けられる。一つは英米系であり，もう一つは大陸系である。

英米系は憲法解釈権を裁判所に任せるのに対し，大陸系は裁判所に憲法解釈

権を否認する｣，と。

さらに，同憲法草案の制憲原則について，それが「大陸系の主張にほぼ同

じであり｣，「一言で言えば，憲法解釈権を憲法制定機関に属せしめることで

ある」と明らかにした上で，その理由付けを三つあげた。第一に，「憲法制

定は『造法機関』（法定立機関を指す）の作用であり，憲法は制定された後，

諸法との衝突はもちろん「造法機関』によって解決しなくてはならない。そ

れ以外の機関による侵入を放任すれば，憲法の根本を動揺せしめる恐れがあ

る」ことである。第二に，「憲法の制定は一つの機関によるのに対し，憲法

の解釈が別の機関によれば，立法者の本意と食い違う恐れがないわけでな

い」ことである。第三に，「憲法会議は実に国会と異なり，特設した「造法

機関』であることには疑いがない。憲法会議の構成員はその大多数が人民の

委託する代表者である。裁判所は政府の委任する少数の裁判官によって構成

したものとして，憲法解釈権をもつならば，少数の裁判官の意思によって大

多数の人民代表の意思を審査することになり，制憲の原則に背反するに他な

らない」ことである。

特に，総説明書は司法機関に憲法解釈権を認めない現実的な理由を，次の

ように記している。

「以上はすべて法理の面からその得失を討論するものであるが，事実に即して衡量

すれば，我が国政治上の現象はすでに明確な裏づけを提示しているといえよう。かつ

て国体（国家の形態：筆者注）が問題となった際に，論者により，臨時約法上国体変

更の禁止性規定がない以上，国体を変更するのが違憲であるかどうかは，最高法院が
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判断すべきだとされることがあるが，後には大理院に公訴を提起する行為が役に立た
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

なかった。法院は政府によって支配される以上，憲法解釈権を付与しても，役に立た

ないからであろう（傍点：筆者)。（それにより）憲法を擁護できるかは，言うまでも

ないであろう。わが国が最近経験した事実からも裏付けられるように，憲法解釈権が

憲法制定機関に属すべきであることは疑問の余地がない｣，と。

（２）行政裁判権

前述したように，臨時約法は官吏の違法処分に対する行政訴訟を平政院に

属せしめて，行政裁判権を司法権の範囲から除外した。それに対し，国会の

起草した憲法はそれに反する方向を示し，行政裁判権を法院の権限とした。

ちなみに，哀世凱が国会の天壇憲草を反対し，制憲活動を破壊した行動をと
（32）

ったとき，かつてこれを理由の一つとすることがあった。したｶｺﾞって，哀世

凱の新約法には，国会の制憲構想と違って，平政院に関する規定が存在する。

そして，哀世凱死後に公布された1923年憲法は当然ながら，天壇憲草におけ

る司法権規定をそのまま維持した。その趣旨について，憲法起草委員会委員

蒋畢清が「総説明書二」の「行政裁判制度を採らない理由」の部分において，
（33）

当時の行政裁判法制を概観しﾒﾆうえで，次のように説明した。

「中国が行政裁判所を設けるべきかを問うためには，行政裁判所は，将来憲法によ

り人民に付与する権利及び自由といかなる関係にあるのかを問う必要がある。（中略）

英米など諸国が行政裁判所を設置しないのは，法律の原則は平等を第一とする。すな

わちいかなる階級も法の下で平等であって，差別されてはならない。この原則に合致

するのは平等法制国家（人民が法の下で平等である国家）とされ，背反するのは特権

国家（特権が存在する国家）とされるからである。民国は創建するに際して，何より

も法治を尊ぶべきである。法治の要義は同じ領土の上に生きている人民が同一の法律

による支配を受けることにある。それゆえ，中国が完全な法治国家になるには，まず

法律平等の国家（法の下の平等を尊ぶ国家）になることを要する。したがって，中国

では特別の行政裁判機関を設けるべきではなく，憲法上もこの種の機関を規定すべき

ではないと断言できる｣，と。

（34）

さらに，この説明書は若干の異議に対して反論を展開しﾌﾟこうえ，事実上の

困難を取り上げた。第一に，管轄権上の問題として，行政裁判所を設ける国

には，同一の事件に対して二種の法院が積極的にその受理について争い，ま

たは消極的にその受理を避けることで，それらの上に最高機関を設けて管轄

の権限について解釈する例として，ドイツ，フランスが権限争議裁判所を設
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置したことを取り上げながら，それらの裁判所が当事者に時間・金銭上，浪

費させる欠点を指摘する。第二に，審級上の問題として，行政裁判所を設置

すれば，領土の面積が広い国としては少なくとも二級制を採用すると予想さ

れるが，他方，それに必要な経費については貧困たる当時の状況下では許さ

れないと指摘する。

２司法の観念

以上のように，国会の憲法案は英米と同様に行政裁判権を裁判所に帰属さ

せ，民事事件，刑事事件及び行政事件の裁判権を司法権に統合するが，しか

し，それは必ずしも英米の司法観念を受容するものとは言い切れない。

英米における伝統的な司法観念としての法の支配の原理は，何が法である

かを決める最終の決定権が，立法・行政のごとき政治権力から独立した裁判
（35）

所にあるとするものである。その下では，そもそも，民事事件と区ＢＩされる

行政事件という観念じたいが存在しなかったのであり，大陸諸国でいう行政

事件も普通の民事事件と性格の違うものとは考えられていなかった。それで，

英米において行政事件の裁判権が司法権に含まれるというのは，言うならば
（36）

当然のことであると(､うこと|こなる。

中国の状況に目を転じて見ると，国会の憲法案は英米と同じく行政事件の

裁判を司法権に統合しようとしたが，哀世凱の民国約法と同様，裁判官が法

律に基づいて裁判することを建前とするものである。そこには，裁判官が国

会に従うものとされる他なく，「法の支配」というよりも，むしろ「法律の

支配」といった方が適切である。また，同憲法の総説明書は，憲法解釈権の

場合，憲法解釈を「造法機関」の作用と扱い，司法機関による憲法解釈を

｢侵入」とする立場も，司法過程に欠くことのできない法形成機能を無視し

て，司法過程の,性質を法律に対する執行（法執行作用）と捉える近代的法解
（37）

釈観を現す。そのような「行政型司法」の観念は言うまでもﾌﾟ:j：<，英米の

｢法の支配」の司法観と組鰭する。

（四）司法による憲法解釈の可能性

1憲法解釈制度にみる司法制度の課題
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北京政府時代成立した憲法またはそれに相当する立法において，憲法解釈

制度を定めるものとしては，前述した1923年中華民国憲法しかない。この憲

法は後に廃棄されたにもかかわらず，そこから，当時の国会がいかなる憲法

解釈制度観をもつかを看取することができるであろう。

前述した憲法総説明書からみて，制憲者は憲法解釈制度の機能について，

それが単に憲法条文を解説するだけでなく，民意に基礎づけられた法律の合

憲性を「審査」する機能をも有することがすでに理解されたことがわかる。

そこで，司法機関に憲法解釈権を認めない理由は三つ挙げられた。即ち，①

憲法解釈は「造法機関」の作用で司法機関はそれに当たらないこと，②憲法

解釈権は制憲者に留保してこそ解釈が憲法本意に合うことを確保できること，

及び③司法による憲法解釈が民意の基礎を欠くことである。そのうち，③は

従来司法審査の致命傷として説得力があるが，①と②は「造法機関」以外の

機関に憲法解釈権を認めないとするが，同じく「造法」の機能を生かす法令

統一解釈権については，かえって触れなかった。

また，同説明書は事実の面から司法機関による憲法解釈の機能不全を取り

上げ，当時司法権が政府から独立していない状況を指摘した。ただ，そこで

例として取上げられた，帝政復活の是非をめぐる「国体問題」は本来政治問

題に当たり，大理院がそれに対して消極的な姿勢をとるのは不適切ともいえ

ないであろう。その一方で，司法権独立の課題に向けて，国会は，裁判官の

独立を補強することで司法審査制の活用に必要な条件を整える可能性を期待

するのではなく，人権保障と専制防止の役割を自任し，司法権による憲法解

釈の領域への「侵入」を認めない立場に立ったのである。

その背景には，民国初期とりわけ憲法起草過程において，大統領制対議会

内閣制，中央集権対地方自治の正反対の論調が激突していたという事`情があ

った。その底流には，清末立憲運動以降流れていた民主と独裁の対立もあっ

た。かって哀世凱が国会解散命令で憲法起草作業を中断させ，後に帝政回復

活動に至った経緯は，まさにその極端な事件であり，国会議員を刺戟したこ

とは言うまでもない。それゆえ，三権の分立原則に関しては，権力の集中に
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よって国力が強化されるのに対し，三権の分立はかえって国力を損うから中

国に適合的でないとする論議に対して，憲法起草委員会長湯満は憲法草案総

説明書のなかで，憲法の精神が（辛亥）革命の目的と同じく，専制を防止す

ることや，人民の政治的自由を守るために戦うことにあると指摘し，制度に
（38）

よる専制の可能`性を防止することこそｶｺﾞ立法者の責任と指摘したのである。

確かに，この三権分立の憲法構想は，軍閥独裁による政治の混乱のなかで議

会民主政の確立を目指すものとして，近代憲法における議会中心主義を追求

する一方で，立法府による専制独裁の虞を看過した歴史的制約を越えなかっ

た面もあるが，その一方で，かような激動の時代には，デモクラシーによる

正当性や立法権をもつ国会さえ揺れていたのだから，まして「財布も剣も持

たない」裁判所は国会の立法を無効にできるのか。したがって，憲法解釈権

を国会に留保するのは当時の政治状況では適合性がないとも言い切れないと

思われる。

他方，そのような立場は「行政型司法」の観念にも係わっていると思われ

る。同憲法は司法活動の性質を「法律に従って裁判する」ものと限定する規

定は，司法の窓意専断ないしそれを通じる独裁者の支配を制約するが，裁判

の場における憲法解釈の可能性をも失わせる。しかし，司法権の独立が実現

し難いままでは，はたして司法権が憲法の明文が規定するように国会に従う

ものとなれるかどうか，不透明であろう。かような政治過程の現実に規定さ

れた司法制度や司法観念から考えれば，司法権が国家権力としての権威`性を

帯び，さらに憲法の番人としての憲法解釈権を得ることができないのは当然

の成り行きといえる。

２大理院の憲法解釈の法的性格

前述したように，大理院の法令統一解釈は司法権に固有の法解釈ではなく，

司法過程を離脱したまま「何が法であるかを決める」ものであるから，それ

が「法の支配」とは無関係である。その場合，大理院は司法機関よりも，む

しろ他機関の諮問に貢献するものである。

注意すべきは，大理院の法令統一解釈例及び判決例のなか，中華民国約法
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（39）

の規定を適用し，憲法解釈と見なされる事案も存在することである。メニとえ

ば，大理院の解釈例として，湖北高等審判庁の電報伺いに対し，「選挙訴訟

は現行民事訴訟手続を準用し，民事法廷により裁判する」と回答する統字第
（40）

７号解釈（1913年３月10日)，江西高等審半I庁の電報伺いに対し，「約法にお

ける信教の自由の規定により，夫は勿論妻の信教を禁止できない」と回答す
（41）

る統字第779号解釈（1918年５月９日）などｶﾒ挙げられる。そして，約法を

適用する判決例として，抗字第46号判例（1914年）は臨時約法を適用し，

｢行政訴訟は約法10条により通常法院の受理するべきことではない」とした
（42）

こと，声字第176号半U例（1915年）は哀世凱の中華民国約法を適用し，「訴願
（43）

は約法８条により通常法院ｶｽﾞ受理すべきことでもない」としたこと，上字第

308号判例（1918年）は「約法における，人民が信仰の自由を有するなどの

文言はその趣旨を述べるならば，すべての人民は男女にも行為能力いかにも

かかわらず，自由に宗教を信仰し，いかなる制限をも受けないことである。

女性は私法上の行為について夫権によって制限されるが，その宗教上の信仰
（44）

は夫権によって禁止されてはならない」としたことなど力i挙げられる。

上記の憲法解釈は憲法規範に対する適用‘補完を共通点として，いずれも

憲法規範に基づき法令の合憲性を審査し憲法保障の役割を果すものではない。

そのうち，大理院の判決例は憲法を法源としたが，そこで，裁判の前提と

して法令の合憲性問題を審査するわけではなく，無意識のうちに憲法を適用

していたものとみることもできよう。ただ，それは必ずしも北京政府の存続

中，違憲な法令が存在しなかったことを意味せず，むしろ大理院は法令違憲

審査に消極的な姿勢を取っていたようにも思われる。

そして，大理院の司法質疑解釈が司法作用でない以上，それが「司法」に

よる憲法解釈とも係わらない。かような憲法解釈は人権を保障するにせよ，

憲法を補完するにせよ，下級審の裁判官が自ら憲法を解釈する独立の司法作

用に代わって，大理院が裁判官に法源を提供するものであって，「行政型司

法」の観念をも現している。
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国民政府時代における司法権と憲法解釈の可能性

Ｈ司法院体制の成立経緯

ｌ国民政府の大理院

民国初期の軍閥混戦（軍閥による内戦）時代，孫文は1917年から，何度か

臨時約法回復をスローガンとして革命政権を自立して，北京の軍閥政権に対

抗した。1919年に広州護法軍政府を創設した際に，かつて同年３月５日に法
（45）

院編制法|こ基づき，大理院を設置したこともある。孫文の逝去後，広東革命

政権を指導する国民党は1925年７月１日に「中華民国国民政府組織法」を制

定し，国民政府を樹立した。同法１条は国民党の政府に対する「指導・監
（46）

督｣，いわゆる「党治」の原H1を確立し，委員会制を採用した。また，同法

には司法関係の規定がないのに，実際上，当時大理院も設置された。司法行

政事務は，最初，大理院下の司法行政事務処に掌理せしめたが，翌1926年１

月に行政事務処が撤廃され，司法行政委員会組織法により行政院下の司法行

政委員会に移管され，さらに同年11月に司法行政委員会も撤廃されて，司法
（47）

部組織法により行政院下の司法部に移管された。

国民革命軍の北伐が国民党と共産党の合流で順調に進んでいたところ，

1926年９月10日，司法制度革命化との主張によって司法改造委員会が組織さ

れ，同年11月11日に「司法制度改造案」を国民党中央執行委員会に提出し採

択された。この改造案は従来の司法制度を根本的にくつがえすことを目指し，

次の五原則を基本とする。即ち，①司法官不党の法原則を廃止すること，②

法院内行政委員会を組織すること，③司法機関の名称を改正し二級二審制を

採用すること，④検察庁を廃止し法院に検察官を付置すること，⑤参審制及
（48）

び陪審制を採用することである。ただし，翌1927年の国民党内部における南

京政府と武漢政府の分裂よって，この司法改造計画は南京政府の支配地域で
（49）

その実施ｶｺﾞ認められなかった。注意すべきは，国共分裂前の1927年２月13日

に修正した中華民国政府組織法は，最高司法機関について最高法院の設置を

定めている。
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２国民政府の最高法院

1928年６月，国民党の北伐軍が北京に進入し，軍閥支配下の北京政権が崩

壊すると同時に，民国以来の大理院は廃止された。当時，南京国民政府は成

立間もない際に司法制度の基盤に関する法規を制定する余裕がなく，直ちに

法院編制法など民国初期の法令を受け入れながら，別に最高法院及び各級法
（50）

院に対して単行条例を制定した。同年10月25日，南京国民政府は「最高法院

組織暫行条例』を公布し，国民政府下の大理院の代わりに最高法院を設置し
（51）

た。また，同暫行条例に基づき，法令統一解釈権は最高法院長Iこ付与した。

３国民政府の司法院

北伐の勝利後，胡漢民，孫科（孫文の息子）はヨーロッパ旅行中，パリか

ら国民政府に通電し，孫文の建国大綱に明記された五権憲法制度を実行する
（52）

よう提議した。その後の1928年10月８日に公布された「中華民国政府組織

法」は，初めて孫文の五権憲法論に基づき，「国民政府は行政院，立法院，

司法院，考試院，監察院の五院でこれを組織する」（同法５条）として統治

機構の枠組みを確定した。司法院について，同法は「司法院は国民政府の最

高司法機関として司法裁判，司法行政，官吏懲戒及び行政裁判の権限を掌理
（53）

する」（同法33条）と定めている。それを受けて同月20日Iこ成立した「司法

院組織法」は，すでに成立した最高法院以外，別に司法院を中央司法機関と

して設置した。同法により，法令統一解釈権は最高法院長から司法院長に転
（54）

じﾒニ（同法３条)。

一方，司法行政に関して，司法院の成立後，元の司法部が司法院に移り，
（55）

翌1929年４月17日の司法行政部組織法に基づき，司法行政部と改称した。行

政裁判に関しては，1932年の行政法院組織法に基づき，行政法院が発足した。

こうして，司法院を最高司法機関とする司法院体制の基本的骨格が形成され

ることになった。

４訓政時期約法の制定

かつて孫文は政治改造について，武力で軍閥を一掃する軍政時期（軍法に

よる統治）・国民党の指導で人民の民主的参政能力を育成する訓政時期（約
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法による統治）・地方自治を実現した後国民政府を解散し憲法を施行する憲

政時期（憲法による統治）という「三段階」論を提出したことがある。した

がって，全国統一後，各方面からの約法制定要請に対し，国民党内部は約法

制定の是非をめぐって意見が分かれた。約法制定を主張する側は，1930年１０

月27日に太原で「中華民国約法草案」（太原約法草案ともいう）を通過・発

表し，国人に同草案に対する検討・批判を呼びかけ，南京の国民政府と内戦
（56）

(中原戦争）を再燃した。この太源約法草案における司法院(よその司法行政

機関地位が明確化されるほか，南京国民政府下の司法院体制とはおよそ同じ
（57）

ものである。

後の1931年６月１日，中原戦争に勝利した国民政府は「中華民国訓政時期

約法』を公布した。同法には「国民政府は行政院，立法院，司法院，考試院，

監察院及び各部会を設ける」（同法71条）との規定があるものの，司法権の

構造に関する規定が見出されない。1932年10月28日，国民政府は三級三審制

を採択する法院組織法を公布したが，その施行は1935年７月１日まで延期さ

れた。

５五権憲法の起草

1933年１月，孫科は立法院長に就任し，憲法起草委員会を組織し憲法の起

草作業を開始した。その後，幾つかの憲法草案が出され，最後の確定草案

(五五憲草ともいう）は立法院の三読会を経て，1936年５月５日に公表され

た。同草案は司法権の構造について，「司法院は中央政府が司法権を行使す

る最高機関であり，民事，刑事，行政訴訟の裁判及び司法行政を掌理する」
（58）

(同法76条）としなｶｺﾞら，それに憲法解釈権を付与した（同法142条)。また，

｢司法院は法令の統一解釈権を有する」（同法79条）という条文が始めて憲法

規範のなかで登場した。

ところが，五五憲草をめぐる論争対立から引き起こされた与野党間の緊張

した情勢は，その正式制定発布する日程を延期せしめた。ちょうど，その折

に勃発した「盧溝橋事変」は，当然のことながら，制憲事業を戦争の終了ま

で延期させ，結局，五五憲草は陽の目を見ることなく，単なる草案の運命に
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止まるに至っｊｆ二。

口司法院の役割及び司法院体制の問題』性

１司法院の役割

国民政府組織法及び司法院組織法により，司法院は司法裁判権，司法行政

権などを持つが，それぞれの権限は直ちに司法院によって行使されるわけで

はない。

①民事，刑事及び行政訴訟の裁判権と公務員懲戒権

司法院組織法に基づき，司法院は司法行政部，最高法院，行政法院及び公
（59）

務員懲戒委員会によって組織される（同法１条)。しかし，当時の学説上，

最高法院，行政法院などの裁判機関は名目上司法院の附属機関であるのに，

実際上，裁判の独立性の要求から，各々独立して職権を行使するものとされ

ていた。また後述するように，司法院長が最高法院長を，副院長が公務員懲

戒委員会長を兼任できるにせよ，司法院長が必要あるとする時に行政法院ま

たは公務員懲戒委員会の裁判に出廷して審理できるにせよ，その場合に，司

法院長の行使した裁判権は司法院のそれではなく，各機関の裁判権に過ぎな
（60）

いとされていﾌﾟと。

②司法行政権

法院組織法の規定からみて，司法院体制下の司法行政は二元的体制であっ

た。すなわち，最高法院は司法院長が最高法院長と共にそれを監督する（同

法87条１項）のに対し，高等法院以下の各級法院及びその分院並びに最高法

院検察署は，司法行政部長がその司法行政上の監督権をもつ（同法87条２
（61）

号）ことであった。裁半Ｉ機関ｶｺﾞ司法院から独立するものだとするなら，司法

院に属するといえるのは実に司法行政部のみである。この点から，司法院が

司法行政機関に過ぎず，北京政府下の司法部に変わらないとする指摘も当時
（62）

あった。

他方，司法行政部は司法院体制の下で安定なものではなかった。1932年１

月，司法行政部は行政院に移り，そして1934年10月に司法院に再び戻った。
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（63）

1943年１月，司法行政部は再度行政院に移って確定した。ちなみ|こ’その移

転に伴い，国民政府組織法を修正する際には，司法院に対する表現も変更す

る。すなわち，司法行政部が行政院に属す場合，司法院は「最高裁判機関」

とされるが，司法行政部が司法院に移る場合，それが「最高司法機関」とさ
（64）

れるわけである。それは後述する五五憲草における司法権の捉え方にも関連

していると思われる。

③法令統一解釈権

司法院組織法により，法令統一解釈権は司法院長にあったが，後述するよ

うに，その解釈作業が主として最高法院の裁判官に任せられており，大理院

長の役割は事実上監督者に過ぎない。また，その法令統一解釈権は大理院時

代と変わらず，実際に一種の立法作用を演じるものあって，司法権とは無関

係であると思われる。

④他の権能

国民政府組織法により，司法院は特赦・減刑・復権につき国民政府に提請

(建言）することができ，また主管の司法行政事項に関して立法院に議案を
（65）

提出することもできる。

こうして，司法院は国民政府組織法において「最高司法機関」または「最

高裁判機関」に位置づけられたものの，その法定的権限とりわけ終審裁判権

が最高法院，行政法院などの終審裁判機関の存在で移譲された結果，実際上,

その役割が司法行政，法令統一解釈及び司法事務にとどまるといえる。

２法令統一解釈制度の特徴

前述したように，国民政府時代初期の大理院及び最高法院は法令統一解釈

制度を受け継いだが，司法院は最高司法機関としてスタートした直後,法令
（66）

解釈権を取り入れ，しかも「国民政府司法院統一解釈法令及変更半l例規HU」

(1929年１月４日）を制定した。同規則によれば,当時の法令統一解釈制度

には次の特徴が指摘される。

①解釈の申請者は，公署の公務員または法令の認める公法人に限られて

いる（同規則３条１項)。したがって，人民は申請の機会を認められていな
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い。これは大理院時代の法令統一解釈制度と同じである。

②その申請の事項について，次の要件を要求する。（a)申請者の職権に関

する事項に限り，かつ司法行政に関する事項を除外する。（b)法令の条文に関

する疑問に限る。（c)抽象的な疑問に限り，具体的な事実を述べることができ

ない（同規則２条，３条)。この点は大理院時代の法令解釈制度の延長線上

にあるものといえる。

③解釈の手続については，書面議決と会議議決に分けられる。

書面議決とは，当該申請が司法院長によってこれを最高法院長に交付し，

最高法院長がこれを民事または刑事に分けて民事法廷または刑事法廷の廷長

に「解答案」を起草せしめる（同規則４条１項)。当該廷長は解答案を作成

してから，さらに他の各法廷の廷長に意見を徴し解答案に記してもらったう

えで，最高法院長に提出する。最高法院長はその解答案に賛成するならば，

司法院長に提出しその「核閲」を受ける。司法院長はそれに賛成するならば，

当該解答案を法令統一解釈会議の議決として採択する（同規則５条，６条)。

会議議決とは，起草された解答案に対して，最高法院長または過半数の法

廷長が疑義を持つ場合，最高法院長は司法院長の認可を得て司法院長によっ

て法令統一解釈会議を招集する。司法院長が疑義を持つ場合，自ら法令統一

解釈会議を招集できる（同規則７条)。同会議では，司法院長，最高法院長

および各法廷の長は出席し，過半数で議決をする。可否同数の場合，主席に

よって決める。主席は司法院長が担任し，司法院長が事故ある時司法院副院

長が代行し，司法院副院長も事故ある時，最高法院長が代行する（同規則８

条)。さらに，司法院長は会議議決について疑義があるとする時，最高法院

の裁判官全員を招集し，会議に参加させて再議することができる。この場合，

司法院長と最高法院の院長・廷長・裁判官全員の３分の２が出席し，出席者

の３分の２で議決する（同規則９条)。

以上の諸点から，国民政府時代の法令統一解釈制度は民国初期の制度に類

似するものといえる。司法院体制の下で，法令統一解釈権は司法院長のとこ

ろに移るにもかかわらず，実際上，その具体的作業はなお最高法院の裁判官
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によって行われるものである。その一方で，大理院体制下の法令統一解釈制

度はその判事会議が，意見を主張する判事の提議によって開催されるのに対

し，この法令統一解釈及び判例変更規則においては，司法院長は法令統一解

釈会議の招集権をもって解答案の採択是非を左右しており，解釈作業の監督

に役立っている。この点は司法院長の裁判官全員を招集し再議するかの決定

権及び厳格な可決数からもわかる。

３司法権の独立をめぐる問題点

司法院体制の特色として，司法院は前述のごとく，最高司法機関または最

高裁判機関と名づけられるにもかかわらず，実際上裁判権を行使せず，司法

行政機関に過ぎない。しかも，司法院長が身分保障を受けない以上，その主

管する司法院は独立`性を待ちかねないであろう。一方，法院組織法により，

司法院長は最高法院長と共に最高法院を監督する（同法87条１項)。また，

1931年12月30日に公布された国民政府組織法はさらに，司法院長が最高法院

長を，司法院副院長が公務員懲戒委員会委員長を兼任するとしている（同法

37条)。

このような司法院体制の下で，法院組織法90条は，司法行政による監督が

裁判権の行使を影響してはならないとするにもかかわらず，当時の日本の学

者が指摘した通り，「司法院長の法令解釈統一権及び判例変更権は最高法院

をも拘束するものと解せざるを得ず，この意味で最高法院の審判権の独立は

著しく制限されることになるのである。すなはち第一に，最高法院は法令解

釈統一会議によって公定された法令の解釈に従ふことを要するものといふべ

く，第二に，最高法院はその判例を変更せんとするときも自らこれを変更す

るの権を有せず，またその判例を変更することを欲しない場合においても判
（67）

例変更会議によって変更せしめられることｶﾊﾞあり得るのである｣。

こうして，司法院長は行政官であるのに，最高司法機関の名をもって堂々

と最高裁判機関に手を伸ばして，その判例変更や法令解釈を関与したり監督

したりすることが認められる以上，裁判官の職権の独立はどうしても司法院

からの干渉を避けられないであろう。だから，最高司法機関の名をもつ司法
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院によって最高裁判機関を後見し，国民党の一党独裁体制を一貫することこ

そ，司法院体制の本質といえよう。

他方，国民政府成立後も，法院が全国的に設立されるには至らなかった。

法院の設立なき地方では，なお県長または県司法処によって裁判が行われて

いた。それゆえ，民国初期の県司法公署組織章程，県知事兼理司法事務暫行

条例，県知事審理訴訟暫行条例などは，若干の修正を加えて暫定的に援用さ
（68）

れていた。さら|こ，1932年に公布された法院組織法は三級三審制を採択し，

1935年に施行になったが，1936年にはまた県司法処組織条例は公布され，県

政府に県司法処を設置し，裁判官が司法処で裁判権を行使すると決定した。

それらの県司法処は1945年以降はじめて段階的に撤廃され，その代わりに地
（69）

方法院ｶｺﾞ設立されるようになった。

また，各地の司法機関の経費は省庫によって負担していた状況下，高等法

院長であっても，省の主席に頭を下げて「庁処長として下さい」と懇請した

こと，ないし省の主席が自ら裁判を審理することもあったという。このよう

な状況は，抗戦時期（1937～1945年）において西南五省の司法経費が中央に

よって負担されるようになったことをきっかけに変わったが，裁判官の待遇

は行政機関の裁量で命令によって決められており，同じ場合でもその待遇が
（70）

異なることさえあっﾌﾟこという。残念ながら，このようIこ地方政府が地元の司

法機関の経費を支配する問題は，現在に至っても中国に残されている。

特に，北京政府時代の司法は各地の軍閥にコントロールされたのに対し，

国民政府下の司法制度は「司法党化」と特徴づけられている。例えば，司法

試験は国民党の「党義党綱」を主な内容とすること，党員に向けて特別な司
（71）

法試験を設けること，「党義」に基づき裁半Ｉすることなどが挙げられる。ま

た，かつて国民政府が「党政機関の人員任用は党員を優先し，減員は非党員

を優先するべきである」という露骨な党派的通知を出したことさえあったと
（72）

し、う。

(三）司法権をめぐる制憲構想
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１司法権の範囲

孫文の五権憲法論を貴ぶ国民党は五院制を基本として憲法を起草したが，

司法権について，孫文の論述があまり多くない以上，それを西洋の三権分立

体制における司法権の構造と同じように扱うことも可能であろう。しかし，

当時，前述した名実不一致な司法院体制が存在したため，憲法を起草する際

にそれをいかに扱うかという問題は避けられず，したがって国民党の憲法草

案において，司法権の範囲ないしその概念が提起されることとなった。

（１）司法行政権

孫文の「遣教」には，司法権像に関する論述が明確ではない。かつて胡漢

民と孫科が五権憲法制度の実行を促した時，司法行政と司法裁判の分離を主
（73）

張し，司法行政を行政院下の司法部に任せると提議したｶﾒ，そうならば，司

法院は最高裁判所に成りうる。しかし，前述したが，司法院が発足した後，

最高法院などの終審裁判機関はなお存在していた。その状況下，司法院は最

高裁判機関でない以上，さらに司法行政を掌理しなければ，その「司法院」

としての位置づけが不明なものに成りかねないであろう。したがって，司法

行政権を司法院の職権に属せしめるかの根底には，司法院が最高裁判機関に

なるか，それとも司法行政機関になるかの問題があることに注意すべきであ

る。

国民政府は憲法草案を起草した際に，司法院の権限について，民事・刑

事・行政事件の裁判権は当然であるが，司法行政は，表ｌの通り，それを司

法院の権限に入れる方針が変わらないまま五五憲草に至った。この点につい
（74）

て，五五憲草の説明書は次の理由を列挙して(､ろ。

第一に，国父（孫文）が自ら制定した建国大綱は行政院の各部の列挙において，司

法部または司法行政部の名称がないが，これは決して遺漏ではない。かつて広東在住

中，最高法院を設立し司法行政部がそれによって掌理されていたことから見れば，司

法行政は司法院に帰属するのは国父の本意である。

第二に，国父はかつて「五院はすべて国民大会に対して責任を負う」と言ったが，

司法院が国民大会に対して負うべきことは，司法行政に対する責任であり，裁判の責

任ではない。裁判官は法律に従って独立して裁判し，法律及び良心に対して責任を負

うしかなく，司法行政は司法院に掌理されないならば，司法院は負うべき責任がなく
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なるからである。

第三に，司法裁判にとっては独立が大切である。司法人員の任免は裁判の独立に緊
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

密な関係がある。司法行政が行政院に属すならば，その影響を受けかねない（傍点：

筆者)。

第四に，外国における裁判の独立は長い歴史をもっているが，司法行政が行政部に

掌理されるのはなお一般であり，まことに時代遅れているものを踏襲したことである。

最近その趨勢には変化が見られる。例えば，メキシコ憲法97条は下級裁判官の任命・

転任，下級裁判所に対する巡視・監督などの権限について，それが最高裁判所に属す

と定めている。

ところが，裁判や司法行政の権限はともに司法院に付与するならば，それ

らを司法院の内部系統においていかに組み合わせるかは司法権の独立に係わ

る重大な問題である。元の憲法初稿審査修正案は，司法院の下最高法院など

を設置するとしたうえで，「法院は法律により民事・刑事・行政及び他の￣

切の訴訟及び非訟事件を受理する」（同草案90条)，「最高法院は法令統一解

釈権をもつ」（同草案91条）と定めて法院の権限を明確化したが，後の憲法

草案は，最高法院の設置及び法院の権限に関する条文を削除しながら，法令

統一解釈権を司法院長に移し，「司法院＝最高法院」の印象を強く与える。

一方では，司法行政体制について，後の憲法草案には司法行政が相変わらず

司法院の権限とされたものの，司法行政部の規定は削られた（表１参照)。

それについて，当時国民党の憲法草案を研究した宮沢俊義と田中二郎も，

｢なぜさうしたのか不可解である。むろん裁判機関は行政機関から独立であ

るとせられてゐる。しかし，両者の区別が憲法の文面上十分明らかでないの
（75）

は妥当を鉄くといはなくてはなるまし､」と指摘した。

さらに，五五憲草は以前の諸草案上の司法院が公務員懲戒をも掌理する流

れを変更し，国民党の中央常委会の決定に従って，公務員懲戒を監察院に移
（76）

した。こうして，五五憲草の文面上，司法院Ｉま最高裁半Ｉ所と類似するものと

なる。同憲法草案の説明書は司法院についても，それを外国の最高裁判所と

類比して論ずる文脈である。しかし，五五憲草は司法院が裁判機関であるか

を明言せず，かえって司法院及び各級法院の組織に関する規定を法律に委ね

ることとする（同草案82条）ことから，同憲法の下で，当時の司法院体制を



近代中国における大法官憲法解釈制度の形成（牟）７５

維持する可能性がないわけではなかった。

（２）憲法解釈権

それまでの制憲学説は憲法解釈権の帰属について，すでに各種の主張を積

み重ねておいた。それらの主張は三つに大別できる。

①立法機関。それは前述した1923年憲法の国会制憲構想が代表的である。

②特別機構。例えば，民間団体国是会議の起草した「中華民国憲法草
(77）

案」（1922年８月）における国事法院，段ilijt瑞政府時期の国憲起草委員会の
（78）

起草した「中華民国憲法案」（1925年２月）における国事法院，汪馥炎，李
（79）

柞輝の起草した「聯省憲法草案」（1925年８月）における憲法平衡院，国民

党拡大会議の太原約法草案（1930年１０月27日）における約法解釈委員会，

「中華民国訓政時期約法」（1931年６月１日）における国民党中央執行委員会，
（80）

呉経熊の起草した「憲法草案初稿」（1933年）における国事法院ｶｽﾞ挙げられ

る。
（81）

③法院。例え|ま，王寵恵「中華民国憲法雛議」（1913年)，王世傑『比較
（82）

憲法』など力i挙げられる。ちなみに，この２人は呉経熊と共に，民国時代の

有名な法学者として国民党の政権で任官し，その憲法起草作業にも参加した

ものである。

それらの立憲主張や学説を背景に，国民党の憲法起草作業は憲法の解釈に

ついて，もともと国民大会に決定させることを前提として，立法院または司

法院下に設置された最高法院に起草させるとしたが，後の憲法草案は司法院

の構成について最高法院に関する規定を削除すると同時に，憲法解釈を司法

院に委ねる方向に転回した（表ｌ参照)。その趣旨について，五五憲草の説
（83）

明書は次のように説明してし､ろ。

「憲法の解釈について，立法院は憲法草案を起草したとき，数種の提議があったが，

詳細の討論を経た後，司法院に委ねることとした。司法官は法学の知識や経験を有し，

政治関係の影響をあまり受けない。かつ外国の立法からみて，司法解釈を採用するも

のは多い。また，この種の解釈事件の発生は常ではなく，憲法解釈機関を特設するの

は必要がなく，紛争をもたらす恐れもあり，そのような機関の性質及び選任までも決

まり難いからである。司法院が憲法を解釈する手続に至っては，当然法律をもって定

めるべきである｣，と。
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この説明は文面上，司法官によって憲法解釈を行うという趣旨であるのに

対し，違憲審査権の発動について，五五憲草はかえって「法律が憲法に抵触

するか否かについて，監察院によって法律施行後の６ヶ月以内に司法院に提

請して解釈する」（同草案140条２項）との制限を加えている。その原因につ
（84）

いて，立法院長孫科|よかって次のように指摘した。

「憲法の解釈について，原案は司法院によってこれを行うとしたが，後には，司法

院の憲法解釈について詳細な方法を定めなければ，将来いたずらに解釈権を行使する

に至る恐れがある（と配慮した)。その場合，司法院は最高立法機関に成りかねず，

五権制度に衝突がないわけでない。したがって，法律が憲法に抵触するか否かについ

て，監察院によって法律施行後の６ヶ月以内に司法院に提請して解釈すると修正し，

その詳細な方法は法律で定める（というように改めた)。監察院は解釈を提請しなけ

れば，司法院は解釈を行えない。この詳細な方法は，当然人民または政党がある法律

を違憲とする場合，いずれも司法院に解釈を提請できるはずである。この憲法解釈制

度もアメリカの憲法解釈方法に倣うものである。ただ，アメリカの場合，人民または

各級政府が最高裁判所に訴える限り，最高裁判所は憲法解釈権を行使できるが，わが

国の場合，人民または各級政府が監察院を経て申請するものであって，直ちに申請す

ることはできず，アメリカの場合に比べると少し制限がある｣，と。

こうして，五五憲草上の憲法解釈制度はアメリカのような司法による憲法

解釈の制度に見習うことを建前とするものの，同憲法草案に規定された憲法

解釈手続を見ると，そこには実際アメリカの司法審査制と相当な相違がある

ことがわかる。加えて，前述したように，五五憲草に至っては，司法院の組

織に関する憲法規定が削除されたため，同憲法草案における司法院は必ずし

もアメリカ最高裁判所のような裁判機関にならないということも忘れては

ならないであろう。

２司法の観念

前述したように，国民党の五五憲草は司法院の組織・地位が不明確なまま，

それに民事，刑事および行政訴訟の裁判権を付与するが，それらの裁判権が

最高裁判機関（司法院または最高法院）に集中するか，または当時の司法院

体制を維持したまま行政法院を留保するかを明らかにしておらず，司法権の

構造に関する決定を法律に委ねることとした。

ところが，英米型司法において行政事件の裁判権も司法権に含まれるとい
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表１司法院と憲法解釈制度に関する国民政府憲法草案規定の推移

各草案司法の権限

(出典）各草案の原典は、立法院中華民国憲法草案宣伝委員会編（1940年７月）『中華民国憲法草

案説明書』（文海出版社1981年影印本）の「憲法草案説明書」（52,97頁）及び「附録三歴次所

擬憲草各稿条文」（180,185,195、207,216,227,236,243頁）を参照。本表はそれらの草案

をもとに、筆者が作成。

各草案 司法院の権限 司法院の組織 憲法解釈・違憲審査

憲法草

案初稿

193

2３

第104条司法院は

国民政府が司法権を

行使する最高機関で

ある ｡

第106条司法院は

司法行政を掌理して

司法裁判を監督す

る ｡

第107条司法院に最高法院

及び公務員懲戒委員会を置

く ◎

第108条最高法院長及び公

務員懲戒委員会委員長は、司

法院長が法律により国民政府

に提請してこれを任命する。

第157条本憲法の解釈は、立法

院によって意見を擬具し、国民大

会に提請してこれを決定する。国

民大会の閉会中、国民大会委員会

によってこれを決定する。

草
稿
修
ｆ

法
初
査
案
弘

憲
案
審
正
凹
刈

第84条司法院は中

央政府が司法権を行

使する最高機関であ

る ○

第87条司法院に最高法院、

公務員懲戒委員会及び司法行

政部を置く。

第88条最高法院長、公務員

懲戒委員会委員長及び司法行

政部長は、司法院長が法律に

より大統領に提請してこれを

任命する。

第185条２項法律の無効は、最

高法院によって意見を擬具し、国

民大会または国民大会委員会に提

講してこれを決定してから、大統

領によって無効と宣告する。

第186条憲法の解釈は、最高法

院によって意見を擬具し、国民大

会または国民大会委員会に提請し

てこれを決定する。

憲法草

案

193410

16

第77条司法院は中

央政府が司法権を行

使する最高機関で、

民事、刑事、行政訴

訟の裁判、公務員懲

戒及び司法行政を掌

理する。

第79条司法院に公務員懲戒

委員会及び司法行政部を置

〈 ０

第108条公務員懲戒委員会

委員長、委員及び司法行政部

部長は、司法院長が法律によ

り大統領に提請してこれを任

命する。

第176条憲法の解釈は司法院に

よってこれを行う。

憲法草

案

1935.10.

25

第76条司法院は中

央政府が司法権を行

使する最高機関で、

民事、刑事、行政訴

訟の裁判、公務員懲

戒及び司法行政を掌

理する。

なし 第147条憲法の解釈は司法院に

よってこれを行う。

確定草

案（五

五憲草

とも言

う）

1936.5.

５

第76条司法院は中

央政府が司法権を行

使する最高機関で、

民事、刑事、行政訴

訟の裁判及び司法行

政を掌理する。

なし 第140条２項法律が憲法に抵触

するか否かについて、監察院によ

って法律施行後の６ヶ月以内司法

院に提請して解釈する。

第142条憲法の解釈は司法院に

よってこれを行う。
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うのは，そもそもは，行政事件も普通の民事事件も性格の違うものではない
（85）

という前提に立ってのことである。それIこ対し，司法院体制の現実をみれば，

行政訴訟は特別な裁判機関によって特別な訴訟手続に従って行われたほか，

五五憲草においても民事訴訟と別個のものとして定められており，行政事件

と民事事件とは違うものだという観念を前提とすることを印象づける。そし

て今日の中国ないし日本でも，表面的には大陸型司法と異なって，行政裁判

権を裁判所に委ねているが，実際上，そのような観念がなお根強いから，英

米型司法に対してもかなり中途半端なところがあるといえよう。

特に注意すべきは，近代中国は司法制度の近代化を図る背景には，治外法

権撤廃の課題があることである。このような課題を目前に，英米のようなス

テーツマンとしての法曹の伝統の形成を待つのは不可能であろう。それに対

し，行政官庁類似の司法官僚制度の下で，「法律による裁判」の行政型司法

の観念を受け継ぐことは当然の成り行きであって，しかも立法作業を通じて

司法の質を早速に向上させるのも期待できるであろう。したがって，国民党

は全国を統一した後，日本，ドイツの法制度を見習い，民法典をはじめとす

る大規模な法整備運動に尽くして六法全書をそろえた。ただし，その法典化

運動は法曹に裁判の基準を提供した一方，司法過程における裁判官の自由裁

量の空間及び法形成能力の成長をも抑制しかねず，結果的には，中国の司法

を大陸型司法に接近させることに他ならない。

（四）司法による憲法解釈の可能性

１憲法解釈制度にみる司法制度の課題

孫文の憲法構想，いわゆる「五権憲法」の特色となる五権分立は権力の抑

制・均衡でなく，権力の分業・協力を内実として，効率性の高い「万能政
（86）

府」を目指すものである。それ(ま権力を制約することを目指す「権力の分

立」の憲法原理と齪酪を来すのは当然のことである。しかも，一党独裁政権

を握った国民党はそれを教義として統治機構の構造を立てると同時に，孫文

の「軍政・訓政・憲政」の政治改造三段階論を掲げて「党治」の実行を正当
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化し，民主主義の憲政原則を堂々と廃棄した。前述した国民政府組織法にお

ける「国民政府は，中国国民党の指導及び監督を受けて全国の政務を掌理す

る」との規定は，まさに国民党政権の本質を描き出すものである。

かような「党治」原則は当時の憲法解釈制度にも影響を与える。約法の解

釈権について，太原約法草案は，それを中央監察院からの５人および最高法

院からの４人によって組織された約法解釈委員会に付与するのに対し，南京

国民政府の訓政時期約法は，直ちにそれを国民党の中央執行委員会に委ねる。

そして，憲法解釈権の帰属に関して，権力の制約・分立を強調する民国初

期の国会制憲作業は司法権の独立問題を理由としてそれを司法機関に付与し

ないとしたのに対し，国民党の独裁体制下行われた憲法起草作業は，司法機

関の憲法解釈権を主張する学者らが参与した結果かもしれないが，後には憲

法解釈権を司法機関に委ねる方向`性を示した。だが，五五憲草に至っては，

司法院の位置づけを暖昧化し司法権独立を蚕食する司法院体制を温存しなが

ら，憲法解釈権の発動に対しても司法裁判の場ではなく，監察院が提請する

場合に限ることとなった。

かような憲法解釈制度は，司法院体制の「魔術」を利用し，独立`性や公正

性を支える裁判的構造を離脱しながら，人民に対して憲法解釈を訴える扉を

閉鎖する点から，それが「党治」体制を維持する意図を孕んでいると言わね

ばならない。

２最高法院及び司法院の憲法解釈の法的性格

前述したように，司法院の設立後，法令統一解釈権は最高法院から司法院

に移された。それらによる法令統一解釈は民国初期の大理院の解釈と同様，

法令質疑の伺いを回答する役割を果すものである。

注意すべきは，最高法院及び司法院が下した法令統一解釈のなか，憲法規
（87）

範に係わって，憲法解釈と見なされる事案もあることである。例え(ま，最高
（88）

法院の解釈例として，女,性に財産相続権を認める解字第７号解釈，結婚の白
（89）（90）（91）

由を指摘する解字第33号，５５号解釈，男女の平等を指摘する解字第34号，３５
(92）

号解釈などｶｺﾞ挙げられる。司法院の解釈例として，福建高等法院の伺いに対
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し，「書田，書儀は元々勉強を奨励するものとして設けられていたが，現在，

男女はすでに同様な教育を受ける以上，差別する理屈は当然ない」と回答す
（93）

る院字第13号解釈（1929年２月23日)，「人民力ｉ信仰の自由を有するものの，

宗教を信仰するので法律上の義務を免れることができない。それ故，妻は尼

僧になることを志しても，それが民法1001条の但書に当たらない」と回答す
（94）

ろ院字第1878号解釈（1939年４月24日)，「江西省各県保立ﾉI､学自篝経費区郷

鎮統収転付実施弁法は江西省政府の制定した単行条例であり，その第２条第

２項が，祠款産は祭産など，会款産は神会戯会産などを含み，納める税金を

除き，その残りは少なくとも60％を教育経費に納めるべきであるとしており，

中央法令に抵触し，無効に属す」と回答する院字第2326号解釈（1942年５月
（95）

１１日)，「私人の神会・神田に対する所有権または永ﾉI､作権は中央法令によっ

て保護され，省政府の制定・審核した単行条例及び規程はそれを郷鎮公有財

産に移転し，またはその法律関係を変更するなどの規定は，中央法令に抵触

する以上，当然無効に属す」と回答する院字第2622号解釈（1943年12月２３
(96）

日)，「法官(よ国民党によって国民大会代表の候補と指名し登記できないわけ
（97）

ではなし､」と回答する院解字第3592号解釈（1947年９月22日)，「人民によっ

て選出された立法委員は，将来法律上の制限がある以外，他の民意機関の代

表を兼任できる。また国民大会の代表は官吏を兼任できないわけではない」
（98）

と回答する院解字第3906号解釈（1948年３月30日)，「憲法まプヒは法律に抵触

する命令は直ちに無効として適用しないことができる」と回答する院解字第
（99）

4012号解釈（1948年６月15日）などｶｺﾞ挙げられる。

上記のうち，院字第2326,2622号解釈は中央法令に抵触する省政府の行政

命令を無効と宣告し，合憲性審査の機能を果したものと言えるが，その他の

憲法解釈も法令違憲審査に当たらず，憲法規範を適用して旧道徳の拘束から

個人の自由平等の権利を確認するもの，または憲法規範を補完するものであ

る。そのなか，院解字第4012号解釈は裁判官に対して，命令に対する違憲審

査権を認めることとしたが，違憲立法審査権はなお認めないことである。

いずれにせよ，司法院及び最高法院の憲法解釈は，大理院時代に変わらず，
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司法過程を離脱したまま演じた一種の立法作用であって，憲法訴訟の要素を

もっていない。したがって，国民政府時代の司法制度は憲法解釈の面で，大

理院時代よりすこし進歩があるものの，その憲法保障機能はなお不十分とい

わざるをえない。

３司法による憲法解釈の成立可能性

五五憲草が少なくとも文面上，憲法解釈権を司法機関に付与するのは，中

国の立憲史において初めてのことである。だが，司法による憲法解釈の制度

は憲法の規定だけで到達できるかは疑問の余地がないわけではない。この点
（100）

１こついて，宮沢・田中による次の指摘に注意すべきである。

「しかし司法院がこれに適する機関であるかどうかはかなり疑はしい問題といはね

ばなるまい。それくらゐなら，むしろ英米式殊にアメリカ合衆国の制度にならひ，最

高法院の権限に属せしめる方がよいとも思はれる。しかし，その何れにしても憲法解

釈機関としての司法院又は最高法院の活動が活発になればなるだけ，アメリカ合衆国

における司法権優越制批判の論が民国にも当然の結果として滴らされるであらうこと

を期待せねばならぬ。若し司法院又は最高法院がそれだけの権威をもちえないときは，

憲法の保障がそれだけ不確実化せられねばならぬことも考へねばならぬ｣，と。

当時中国の状況をみれば，まさにその通りである。一党独裁体制の一環と

しての司法院体制の下で，司法権の独立性はただ絵に描いた餅に過ぎず，司

法裁判機関は「党治」体制を維持する道具に役立ち，どうしても人権を保障

する機関のような権威性を得られないであろう。さらに，五五憲草上は司法

権の独立を十分に確保するように司法院の組織を明確にしておらず，かえっ

て司法権の構造に関する決定を法律に委ねており，司法院体制を維持する道

を開いたままである。

ここで，宮沢・田中の次の示唆は意味深いのではないかと思われる。「か

ういふ点を考慮すれば，特殊の伝統のない国において新たに成法上憲法解釈

の機関を構成しようとする場合には，総ての政治的権力より独立の特に権威
（101）

ある合議制機関の設立が望ましし､といはねばならぬ｣。言い換えれば，憲法

解釈機関は独立性及び権威性を主眼とするが，司法機関がそのような要件を

充たさない場合，その特徴を備えるような特別機構を設けることも考えるべ

き道であろう，というものである。
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三1946年憲法における司法権と大法官憲法解釈制度の

成立

終戦後の1946年，国民大会は五五憲草に修正を加えた上，正式憲法を制

定・公布した。この憲法の施行後，国民政府下の司法体制は大きな変動を見

せず，ただ唯一の変化としては，司法院に大法官を設けて憲法解釈及び法令

統一解釈を専任させたことが挙げられる。以下は，1946年憲法制定の経緯か

ら，同憲法下の司法権像に迫って，大法官憲法解釈制度の成立を考察しよう。

Ｈ憲法にみる司法院と大法官憲法解釈制度

１政協憲法草案の形成

五五憲草の公布後，制憲作業は時局のため中止したのに対し，制憲の論争

は続いていた。各政党の参加で成立した国民参政会は，1940年，その下の憲

政期成会が提出した五五憲草修正案を通過した。そこで，司法権が司法院に

よって行使し，司法院は民事，刑事及び行政訴訟の裁判権及び法令統一解釈

権を掌理することとするのに対し，司法行政権および憲法解釈権をその権限
（102）

に入れなかった。しかし，後に憲政期成会の代わりに成立した憲法実施協進

会が1945年２月に提出した五五憲草研究意見は，改めて「司法行政を司法院
（103）

に属させた方ｶｺﾞ適当である」としていた。当時の学者が指摘したように，論

争の焦点は，国民党側の代表が司法院によって司法行政を兼理するのに傾い

たのに対し，少数派の政党の民盟及び青年党が司法院を純粋な終審機関にす
（104）

ることを堅持しﾌﾟごことにある。同年４月，孫科は同憲法実施協進会で五五憲

草の検討について発言する際に，司法行政部についてそれをなお司法院に属

させ，また，憲法解釈権について，司法院によって憲法解釈委員会を組織し
（105）

てそれを行使するという考えを示した。その発言Iま前の五五憲草における司

法権構想に対する筆者の分析を裏づける。

終戦後，内戦の回避，政治の民主化，各党の平等かつ合法的地位の承認な

どによる新中国建設が，すでに広く一般国民の願望になっており，またアメ

リカも国共内戦について憂慮を表明した。この`情勢下，一党独裁の建前を取
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ってきた国民党は相当程度の譲歩を行わざるを得なくなり，1946年１月10日

から30日まで重慶で，国民党，共産党，民主同盟，青年党および社会各界の

代表の参加で開かれた政治協商会議は，その下に憲法草案審議委員会を設け

て五五憲草の修正に当たらせた。政治協商会議はまず「五五憲草修正原則」

を採択した。その第４項は，「司法院は即ち国家の最高法院であり，司法行

政を兼管せず，大法官若干名によってこれを組織する。大法官は大統領が指

名し監察院の同意を経て任命する。各級法官は党派を超越しなければならな
（106）（107）

い」としている。ここに「大法官」という名称力i初めて登場した。

この修正原則は三権分立の原則を基礎づけたものであり，国民党の五五憲

草を廃棄することにほかならない。政治協商会議の決議に対し，国民党は敬

意を払いながら，五権憲法の基本精神を動揺させない方針を堅持し，他党派

に対して，国民党の建国革命の歴史からその立場・主張を諒解するよう要望

した。また同年３月に国民党は党内会議で五つの修正原則を決議して，憲法
（108）

草案審議委員会に提出しﾌﾟこ゜ただ，この決議には，上記の政治協商会議の

｢五五憲草修正原則」第４項に対する修正意見が見出されない。

同年11月，政治協商会議の憲法草案審議委員会が制憲国民大会に提出した

憲法草案は，なお三権分立を内実として五五憲草に大幅な修正を加えたもの

である。そこには，司法に関する条文が第82条から第87条までの６ヵ条ある

(表２参照)。その第82条と第83条は，政治協商会議の「五五憲草修正原則」

第４項の具体化と見られる。つまり，当時，司法院が司法行政を兼管しない
（109）

点について，各党の意見は一致してし､た。

２中華民国憲法の制定

政治協商会議の憲法草案修正案が正式憲法草案として制憲国民大会へ上程

した後，当然これに反対する意見も出されたが，妥協の結果として，同草案

の内容がおおむね翌1947年の元旦に公布された中華民国憲法に吸収された。

したがって，この憲法は形式上にせよ実質上にせよ，多党が参加した政治協

商会議の憲法草案から，国民党の五五憲草より多くの要素を受け継ぐものだ
（110）

と言われる。以下，この段階で司法院に関する憲法規定の成立経緯を見てU、
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く。

1946年１１月28日，国民大会第３回会議が開かれ，憲法草案の審議を開始し

た。国民政府主席蒋介石が憲法草案を国民大会に提出し憲法起草の経緯を説

明した後，立法院長孫科が制憲国民大会に憲法草案報告を行った。その際，

孫科は憲法草案における司法院の諸規定について，「この章は五五憲草に対

してあまり変動がない。本憲法草案により，司法院は国家最高裁判機関であ

り，現在の司法院と同じではなく，民事，刑事，行政訴訟の裁判及び憲法解

釈を掌理し，かつ組織の面でも改変がある。五五憲草において司法院長は総

統によって任命される。本草案83条により，司法院長及び大法官はすべて総

統が指名し，監察院の同意を経て任命する。この制度はアメリカの最高裁判

所に相当する（傍点：筆者)。第84条を追加するのは，司法裁判の独立を確

保し，もって司法裁判が政府の影響を受けないようにするためである」と明
（111）

言した。したがって，司法院ｶｺﾞ最高裁判機関と想定するとの制憲趣旨には，

疑問の余地がなく，現在に至っても学説上の認識が一致している。

そして，第４審査委員会は司法，考試及び監察の部分を審査した。司法院

の規定について，同委員会の司法組は四つの修正意見を提出した。

第一に，司法行政の帰属問題について，第４審査委員会司法組から，政協

草案82条の司法院規定に対して三つの修正案が出され，合わせて総合審査委

員会の討論に提出した。

①司法院は国家の最高司法機関であり，民事，刑事，行政訴訟の裁判及

び公務員の懲戒を掌理する。

②司法院は国家の最高司法機関であり，民事，刑事，行政訴訟の裁判，

公務員の懲戒及び各級法官の任命・考課を掌理する。

③司法院は国家の最高司法機関であり，民事，刑事，行政訴訟の裁判，

公務員の懲戒，各級法官の任命・考課及びその他の司法行政事項を掌理する。

第二に，司法院副院長を新設する。

第三に，憲法解釈の規定は審査の決定により，第82条から第86条に移す。

第四に，元の草案82条の定める「司法院は国家最高裁判機関である」は
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（112）

｢司法院(よ国家最高司法機関である」に修正する。

結局，総合審査委員会は，上記の第２，３，４項の意見をすべて受け容れ，

また，第１項の意見について，①の意見を採用し，司法行政を司法院の権限

に列挙しないと決定した。しかしその同時には，第４項の意見に従って，憲

法草案82条の「最高裁判機関」を「最高司法機関」と修正した上で公式憲法
（113）

の第77条とした。こうした「最高司法機関」の表現修正|ま，国民党の五五憲
（114）

草上の司法行政権を含む司法権の捉え方'を踏襲し，当時の司法院のような単

なる司法行政機関を「最高司法機関」と位置づける可能性を営むものである。

ただ，この段階で司法行政を司法院の権限に列挙する提議が制憲国民大会に

おいて否決された制憲経緯は，見落としてはならない。

そして，憲法草案82条の「憲法の解釈」という部分は，同草案86条の「法

令を統一解釈する権限」という部分と併せて公式憲法の第78条となった。ま

た，司法院の構成について，大法官により司法院を組織するという同草案８３

条の内容は，公式憲法の第79条となり，大法官に憲法解釈と法令の統一解釈

を行わせることとなった（表２参照)。こうして，司法院の裁判権と憲法解

釈権を分離させて定めるようになった結果，大法官の役割が司法裁判官であ

るか，それとも憲法解釈・法令解釈を専任する職であるかは多義的に理解す

ることができるようになった。このところはまさに後の司法院組織法の転向

の交差点となると思われる。

その他，同憲法は第７章「司法院」以外の部分において，憲法の解釈を司

法院によって行うこと，法律の違憲疑義を司法院によって解釈すること，地

方自治法規が制定した後司法院に送って合憲`性審査を受けること及び法律，

命令，省・県の自治法が憲法に抵触する場合無効とすることなどの規定を設
（115）

けており，法令違憲審査制度の枠組みを備えるに至った。
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表２司法院に関する規定の比較

(出典）政治協商会議の憲法草案と1946年中華民国憲法の原典は、荊知仁「中国立憲史』（聯経出

版事業公司・1984年）の「附録暦次所擬憲草各稿条文」475頁以下を参照。本表はそれをもと

に、筆者が作成。

口司法院組織法にみる司法院と大法官憲法解釈制度

1946年中華民国憲法における司法院の規定の具体化として，後に成立した

司法院組織法上の対応とその変動は注意に値する。

前述したように，中華民国憲法上の司法院はアメリカの最高裁判所制度と

想定されていた。この点は，後の司法院組織法上の設計によっても裏づけら

れる。1947年３月31日，憲法実施に合せるために司法院組織法を公布し，憲

法施行日の同年12月25日に施行することとした。司法院の構成について，同

法４条１項は「司法院に民事廷，刑事廷，行政裁判廷および公務員懲戒委員
（116）

会を設ける」と定めている。その立法趣旨は，政協の五五憲草修正原ＨＩの

｢司法院は国家の最高法院であ」るという制憲原則に沿ったものであると指
（117）

摘されている。

政治協商会議の憲法草案 1946年中華民国憲法

第82条司法院は国家の最高裁判機関であ

り、民事、刑事、行政訴訟の裁判及び憲法の

解釈を掌理する。

第77条司法院は国家の最高司法機関であり、民

事、刑事、行政訴訟の裁判及び公務員の懲戒を掌

理する。

第83条司法院は院長1人、大法官若干名を

設ける。大統領が指名し監察院の同意を経て

任命される。

第78条司法院は憲法解釈権及び法令統一解釈権

を有する。

司法院は院長、副院長を各１人設け、大統領が指

名し監察院の同意を経て任命される。

第84条法官は党派を超越しなければなら

ず、法律に基づき独立して裁判する。

第79条司法院は大法官若干名を設けて本憲法第

78条の定める事項を掌理し、大統領が指名し監察

院の同意を経て任命される。

第85条法官は終身職であり、刑事または懲

戒の処分または禁治産の宣告を受けなけれ

ば、免職されず、法律によらなければ、停

職、転任または減俸を受けない。

第80条法官は党派を超越し、法律に基づき独立

して裁判し、いかなる干渉をも受けない。

第86条司法院は法令統一解釈権を有する。 第81条法官は終身職であり、刑事または懲戒の

処分または禁治産の宣告を受けなければ、免職さ

れず、法律によらなければ、停職、転任または減

俸を受けない。

第87条司法院及び各級法院の組織は、法律

をもって定める。

第82条司法院及び各級法院の組織は法律をもつ

て定める。
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しかし，この規定に基づいて司法院が裁判事務を取り入れると，当時司法

院直属の裁判機関長官の地位に影響を及ぼさざるを得ない。そのため，司法
（118）

院組織法は彼らの強い反発を招くことになっﾌﾟこ゜一方，国家が内戦状態に陥

ったために，政府は司法制度の改革に取り組む余裕もなかったのであろう。

こうした背景の下で，上述の規定を修正したうえ，司法院組織法は元の実施

日に改めて公布した。そこで，司法院の位相は一変した。すなわち，司法院

以外，別に最高法院，最高行政法院および公務員懲戒委員会を司法院の直属

機関として設けるとしており，改めて国民政府発足以来の司法権構造に逆転

することになったのである。

また，ここで留意すべきは，同法が修正される前に，「司法院に大法官会

議を設け，大法官９人でこれを組織して，憲法解釈並びに法令統一解釈の職

権を行使する」（同法３条１項）と規定しているが，この修正によって最高

法院などの終審裁判機関を別に設置する結果，大法官は具体的な裁判を担当

する最高裁判事でなくなり，したがってその役割としては，その後の展開の

ように，専ら憲法解釈や法令統一解釈を行うことに他ならないことである。

かように，制憲過程にわたって，アメリカ最高裁判所に相当すると認識さ

れていた司法院は，法院組織法の改正後，かえって憲法に付与された職権を

直接に掌理せず，最高裁判所になれなかった。その結果，1946年憲法におけ

る大法官憲法解釈制度も後述の如く，アメリカ型の憲法訴訟制の構想から別
（119）

の方向へと転身することとなった。

曰大法官憲法解釈制度の出発と到達点

1大法官の就任

修正前の司法院組織法は，大法官の定員を９人としたが，その資格につい
（120）

て何ら規定を設けていない。それIこ対し，修正後の司法院組織法は，大法官

の定員を17人に増加し，その職権を明確にするほか，大法官の資格や任期に

ついても明文をもって規定した。

まず，大法官の任官資格については，次の資格の一を備える者として要求
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（121）

されている（同法４条１項)。

－，最高法院裁判官を１０年以上担任した者。

二，立法委員を９年以上担任した者。

三，大学法律学主要科目の教授を10年以上担任した者。

四，国際法廷の法官を担任し，または公法学や比較法学の権威的著作を有

する者。

五，法学を研究し，政治経験が豊富で，名声が卓越な者。

また，上記各号の資格で任用された大法官の人数は，いずれも定員全体の

３分の１を超えてはならないと制限している（同法４条２項)。その目的は，

各種の法学者や実務家の均衡を保ち，もって各種の違った観点を代表させ，

大法官会議の憲法解釈または法令統一解釈の不偏不党な態度を維持すること
（122）

1こある。

大法官の任期は，毎期９年とする（同法５条)。大法官の定期選任制度を

規定する狙いは，大法官の新陳代謝を促進し，憲法解釈制度の健全な発展を
（123）

図ることにある。一方で，裁半Ｉ官の終身職保障に関する憲法81条の規定から
（124）

見て，大法官は憲法上の法官と同一視されていない。後|こ，台湾における憲

法解釈制度の展開において，大法官が法官か否かに即して憲法解釈を申請し
（125）

たことさえある。

1948年６月24日，司法院組織法は施行された。後の７月，王寵恵が司法院
（126）

長に任命されて大法官会議の主席となる。また，同法の規定|こ基づき，蒋介

石大統領は第１期の大法官17人を指名し，監察院の同意を求めたが，投票の

結果，12人しかその同意を得るしかなく，またそのうちの２人が就任せない

ことで，７月14日に大法官に着任した人数は，最初たった10人であった。そ

の直後，１１月にその１人が病死した。それ故，翌年３月に監察院の同意を経
（127）

て，李宗仁大統領代行Iま８人の大法官を追力Ⅱ任命した。

２大法官会議規則の制定
（128）

大法官は就任した後，９月15日の第１回の会議で，その議事規貝Ｉとして
（129）

｢司法院大法官会議規則」を採択した。翌日，同規HUは司法院によって公布
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し施行された。それにより，司法院の憲法解釈権は大法官会議の決議の形で

行使する（同規則２条)。その特徴としては次の諸点が指摘される。

①解釈の申請者は中央または地方機関に限る。したがって，国民には申

請の機会を与えなかったのである。申請の事項は，憲法疑義または法令違憲

解釈，そして法令統一解釈に限る（同規則３条，４条)。

②申請の手続について，申請者は上級機関がある場合，その申請が上級

機関によって申請要件について審査した上で移送するとしている（同規則５

条)。

③解釈の手続・方式については，１人の大法官をして審査させ，解釈の

初稿または意見を作成して大法官の会議に提出させる。その上，大法官の会

議で議決を行うとしている（同規則８条)。

④解釈案の議決は，過半数の大法官の出席と出席した大法官の過半数の

同意を得ることを前提とするが，憲法疑義または法令違憲解釈の場合は，大

法官全員の過半数の同意を議決の前提としている（同規則12条)。議決の方

式は，無記名投票である（同規則13条)。

こうした大法官解釈の規則は，申請者の範囲・手続，解釈の手続・方式か

らみて，概ね大理院，そして司法院の法令統一解釈の手続規則を踏襲するも

のであるが，しかし，申請の事項，即ち解釈権の権限は，憲法疑義や違憲疑

義に対する憲法解釈までに広げられ，とりわけ違憲立法審査の権限は，従来

の法令統一解釈権では期待されていなかったものである。

そして，法令統一解釈の申請要件については，同規則が法令解釈の「統

一」機能を強調し，解釈範囲を「中央または地方機関は職権行使上，法律ま

たは命令の適用に所持する見解が，本機関または他機関が同法律または命令

を適用した時にすでに表明した見解と異なる場合には，統一解釈を申請する

ことができる。但し，当該機関が法によって本機関または他機関の見解に拘

束され，またはその見解を変更できる場合，この限りではないとしている

(同規則４条)。こうして，従来の法令統一解釈制度のような，国家機関また

は下級の裁判機関が法令の適用について疑義をもつ限り，その伺いに答える
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役目から離脱して，法令適用上の見解の相違を統一し，もって法律秩序を維

持することに主眼を置くようになった。

ところが，違憲法令によって人権を侵害された国民に対して，同規則も救

済の道を開いていない。また，憲法解釈者は大法官と名づけるにもかかわら

ず，その憲法解釈手続からみれば，「解釈案の配分，審査，討論及びその他

の経過状況は，すべて秘密として厳守すべきである」（同規則19条）とされ

る他，口頭弁論，立証責任，弁護人の依頼に関しても何らの規定も見出され

ない。したがって，この制度は公開,性，対審制を基本とする裁判的構造をも

たず，憲法裁判制度には当たらない。

３大法官の憲法解釈

周知の通り，1949年，国民党政権は憲政の実施を承諾した直後，清王朝を

追って中国大陸で崩壊し，台湾に移った。その後，共産党指導下の社会主義

の新中国は国民政府の「六法全書」法制を一切廃棄するに伴い，大法官憲法

解釈制度は新中国に受け継がれなかった。それにもかかわらず，それまでの

間に，大法官は同年１月６日の会議で２件の憲法解釈を下し，大法官憲法解

釈制度が生誕した後の「生」の足跡を中国法制史に残したことがある。

1949年１月６日の釈字第１号解釈は江南省政府の伺いに対し，「立法委員

は憲法第75条により官吏を兼任できず，官吏の担任を望むとすれば，立法委

員を辞職するべきである。辞職を経たずに官吏を担任するものは，引き続き

立法委員を担任することを望まないのは明らかである」と解釈した。そして，

同日に公布された釈字第２号解釈は，憲法解釈権及び法令統一解釈権の行使

について次のように述べている。

「憲法第78条は「司法院は憲法解釈権及び法令統一解釈権を有する」と定めており，

憲法に関しては「解釈」とし，法律及び命令に関しては「統一解釈」と言って，両者

の意義は顕著に不同がある。憲法第173条により，憲法の解釈は司法院によって行う

ことから，中央又は地方機関は職権行使上憲法の適用について疑義を発生するとき，

司法院に解釈を申請できる。法律及び命令は憲法に抵触するかについて疑義を発生す

るときも同じである。法律又は命令の適用について他の疑義を発生するときに至って

は，それを適用する権限をもつ中央または地方機関が自ら検討するべきであり，それ

に司法院解釈の申請を許す理由はない。ただ，当該機関は法律または命令の適用につ
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いて採った見解は本機関または他機関が同一法律又は命令を適用した際にすでに表示

した見解と相違がある場合，当該機関が法によって本機関または他機関の見解に拘束

されず，またはその見解を変更できないと，同一法律または命令に関する解釈は必ず

分岐を生じるから，統一解釈をすることが必要となる。それゆえ，この場合に限り統

一解釈を申請することができる。本件における行政院の代行申請は，本申請機関の見

解が本機関または他機関がかつて同一法津を適用した際に表示した見解と異なること

を説明しなかった以上，解釈しないものとするべきである｣，と。

この解釈は，おおむね大法官会議規則における規定をうけ，憲法解釈権及

び法令解釈権の発動要件を解釈例の形で確定した。それに対し，台湾の憲法

学界では，同解釈が大法官の独占的憲法解釈権を確立するには，それを抽象

的憲法解釈権と同視したが，もともとは大法官の憲法解釈を具体的憲法解釈

と扱い，ほかの法院と同じく事件・紛争を裁判する形を取るのも可能だと指
（130）

摘することもある。

以上の二つの憲法解釈は，いずれも憲法規定にある疑義に対して抽象的に

解釈するものであり，法令違憲審査を目的とする憲法解釈ではない。したが

って，近代中国において発足した大法官憲法解釈制度は，法制上，違憲審査

制の整備に到達したが，それを実践において運用する展開を遂げなかった。

しかも，大法官は「法官」と名付けられるにもかかわらず，司法院と同様に

裁判機関ではなく，とりわけその憲法解釈手続が裁判的構造を備えないこと

から，それによる憲法解釈はとうてい憲法訴訟レベルの司法による憲法解釈

には当たらない。

おわりに

以上のように，本章は大法官憲法解釈制度の形成史を回顧しながら，近代

中国における憲法訴訟制度導入の失敗要因を，司法制度近代化の試行錯誤に

探って検証した。すなわち，近代中国の司法制度は近代化しつつある過程に

おいて，議会制民主主義の挫折，裁判機関設置の困難などの歴史的要因で，

司法権独立の課題が見送られることとなった。この背景の下で，従来の憲法

起草作業からも明らかなように，裁判官の独立性の確保より，それに対する
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統制を優先する「行政型司法」の観念は強くて，近代中国の司法を大陸型の

方向へと接近させた理論的要因となる。結果的には，大理院，最高法院及び

司法院の判決例・解釈例に見られるように，憲法訴訟レベルの司法による憲

法解釈の制度は，自発的内在的に成熟しえなかった。

このような司法状況や司法観念が続いていたなかで，北京政府時代には，

独裁や政変で揺れた国会の制定した憲法が憲法解釈権を国会に留保する姿勢

をとったのに対し，国民政府時代には，国民党の憲法草案が形式的に憲法解

釈権を司法院に付与するにもかかわらず，司法権の独立を蚕食する司法院体

制を温存し，憲法解釈権の発動手続に制限を加える規定を設けた。そして，

1946年中華民国憲法はアメリカのような最高裁判所制度を導入しようとして

いたが，後に司法院組織法が転向したことで，大法官憲法解釈制度は結局憲

法の構想に離反して，大陸型の制度へと転身していった。

ところが，大法官憲法解釈制度の形成について，台湾の大法官の中では，
（131）

それが司法機関による質疑解釈の桁Ｉ度に由来するとみる見解がある。本章は

近代中国の司法制度史に憲法訴訟制度の導入が挫折した要因を探ることをア

プローチとするから，法令統一解釈制度の流れに触れるのも避けられない。

だが，それは筆者が大法官憲法解釈制度の形成について，法令統一解釈制度

に由来するとする説を直ちに受け入れたことを意味するわけではない。確か

に，大法官会議規則から見れば，そこには中国司法制度の近代化と共に登場

し，北京政府時代の大理院，国民政府時代の司法院を経てきた法令統一解釈

制度の手続から受け継いだ要素もあり，しかもこの二つの権限は併せて大法

官に付与されたことが挙げられるが，それは大法官憲法解釈制度が転向した

結果に過ぎず，制憲当初に想定された様相ではあるまい。特に，大法官憲法

解釈制度は，何よりも憲法保障の制度措置として1946年中華民国憲法に設け

られたものであり，その違憲審査機能が従来の法令統一解釈制度の質疑解釈

機能とは質的に異なる。

一方では，このおよそ一世紀近い歴史を有する司法機関による質疑解釈の

制度は，近代中国の憲法訴訟制度導入の挫折に係わる司法権の独立，「行政
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型司法」の課題と緊密に結びつく課題でもある。それらは1949年以降の中国

大陸にも台湾にも影響を及ぼしており，近代中国における司法制度近代化の

未完結な課題とされる。したがって，現在に至っても，司法による憲法解釈

または違憲審査の可能性を手がかりとする憲法訴訟制度論の再検討にとって，

なおそれらの課題を看過してはならない。この点から言えば，宮沢・田中ら

が指摘した憲法解釈者に必要な「独立性｣，「権威性」は，まさに近代中国司

法制度の未結な課題を概括するものであろう。

最後に，1946年中華民国憲法上の司法院は「最高司法機関」と位置づけら

れたにも拘らず，それが最高法院として設置されなかった結果として，大法

官が「法官」でないままの大法官憲法解釈制度が登場したのである。この歴

史的流れを受け継ぐのは，後に台湾において再出発し，５０年の展開を踏まえ

て発展を遂げた違憲審査制である。ここでは，憲法解釈者に必要な「独立

`性｣，「権威性」に対する問題関心を持ちながら，台湾における大法官憲法解

釈制度の展開を考察する，並びにその違憲審査制の性格を見定める予定もあ

り，なお次章の課題として追究していきたいと考えている。

(1)楊日然「中華民国大法官会議の組織と機能」ジュリスト1992415（No.999）

９８頁。

（２）管欧「法院組織法」（三民書局・’990年）９頁。史慶漢『法院組織法新論』

（三民書局・2001年修訂３版）３７頁。

（３）アヘン戦争後，中国は一連の不平等条約を締結し，英国をはじめ，１８ヵ国に

領事裁判権を認めた。1899年，同様の状況に陥った日本は，法律および司法制度

の近代化を通して，領事裁判権の撤廃に成功した。そして，中国政府も司法権の

回復を要請したが，法制度の立ち遅れを理由として拒否された。1902年以降，英，

日，米諸国は相次いで中国法律や裁判方式の改善と諸国法への一致化を条件とし

て，領事裁判権の撤廃を承諾したことで，同年，清朝は藩家本，伍廷芳を修訂法

律大臣に任命し，諸国法を参考として現行律例を内外に通行できるよう改正する

ことを命じた。黄源盛「民初大理院」政大法学評論60期94頁参照。その後，日露

戦争における日本の勝利が伝えられ，中国の人々に深い衝撃を与え，日本がロシ

アを戦勝したのは立憲制の成果と捉えられた故に，日清，日露戦争における日本

の勝利が立憲強国の証拠として説かれ，立憲制をめぐる論議はいっそう活発化し，

圧倒的な世論となった。楊幼烟『近代中国立法史」（商務印書館1936年版・上海書

店1989年複製）３１頁，播樹藩「中華民国憲法史」（商務印書館・’935年）３頁，荊
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知仁『中国立憲史」（聯経出版事業公司・1984年）２７～36頁参照。

（４）前掲管欧『法院組織法」９頁。梶川俊吉『中華民国司法制度：治外法権に関

する研究」（司法研究所・1943年）１４頁。

（５）大理院審判編制法の原典は，「大清法規大全」第７巻ｌ～３頁を参照。

（６）謝振民編著，張知本校訂「中華民国立法史（下)」（中国政法大学出版社。

2000年）987頁。後述のように，清末に成立したこの法院編制法は，中華民国時代

には修正を経て1930年代に至って援用されていた。

（７）前掲管欧『法院組織法』９～10頁。当時の近代的司法制度建設の計画として，

法部が1909年２月に奏呈した「統篝司法行政事宜分期弁法」が挙げられる。その

内容は，前掲梶川俊吉「中華民国司法制度：治外法権に関する研究』１５頁を参照

されたい。

（８）その後の中華民国時代には，最高司法機関としての大理院，最高法院ないし

司法院は相次いで法令統一解釈権を付与された流れがある。そして，中華人民共

和国の建国後も，最高裁判機関としての最高人民法院は，法律の適用に関する下

級裁判所からの伺いに対して指示を下し，ないし法律の適用について，直ちに条

文化した「司法解釈」（例えば，「民法通則の適用に関する若干問題の最高人民法

院の意見｣）を制定し，一見明白な立法活動を行うことさえある。

（９）中華民国臨時約法は行政裁判について，「法院は法律に基づき，民事訴訟及び

刑事訴訟を裁判する。但し，行政訴訟及びその他の特別訴訟は，別に法律をもっ

て定める」（同法49条)，「人民は官吏の違法的権利侵害行為に対し，平政院に訴え

る権利を有する」（同法10条）と定めている。同法の原典は，張耀会，岑徳彰編

『中華民国憲法史料』（文海出版社・1981年）上編参照。臨時約法上の平政院は，

1914年に成立した「平政院編制法』に基づき出航し，行政訴訟を掌理し始めた。

また，同年の「文官懲戒委員会編制令」に基づき，文官高等懲戒委員会は設立さ

れ，高等文官の懲戒を掌理し始めた。前掲史慶瑛『法院組織法新論』３７～38頁。

(10）謝振民編著，張知本校訂「中華民国立法史（上)』（中国政法大学出版社．

2000年）５４～55頁。

(11）法院編制法の条文は，商務印書館編『中華民国現行法規大全」1119～1125頁

参照。同法の日本語訳は，台湾総督官房調査課編『変通自在ナル中華民国司法制

度』（南支那及南洋調査第四十二・1920年）19～52頁参照。

(12）中華民国約法の原典は，前掲張耀会，岑徳彰編「中華民国憲法史料」上編参

照。

(13）前掲謝振民「中華民国立法史（上)』118～119頁。

(14）1923年中華民国憲法の原典は，前掲張耀会，岑徳彰編『中華民国憲法史料』

上編参照。

(15）憲法起草委員会委員劉崇佑の「法院」部分に関する書面説明。呉宗慈『中華

民国憲法史（前編)』（台聯国風出版社・1973年）123～124頁。

(16）民国初期，刑事裁判の基準として，1910年大清新刑律，1912年暫定新刑律お

よび1914年新刑律補充条例があったが，民事裁判は，大清新刑律における，有効
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と認められた民事関係の規定と民国成立後公布された民事特別法を除き，援用で

きる制定法が欠如する状態であった。

(17）大清新刑律の民事関係部分は大理院の裁判に採用して有効と確認された以上，

初めて援用できるようになる。また，大理院は民事判例や解釈例を大清民律草案

の体系に照らして編集したので，実際民事法体系を備えたと指摘されている。黄

源盛「民初大理院司法文件的典蔵整理與研究」政大法学評論59期５頁。

(18）胡長清「中国民法総論』（中国政法大学出版社・1997年）３６頁。ちなみに，同

氏は国民政府の民法典制定過程において民法草案の総編修を担当したものである。

(19）法院編制法は「司法総長ハ全國裁判衙門及検察魔ヲ監督ス」（同法158条１項

１号)，「大理院及分院ノ辨事章程ハ大理院ヨリ奏定ス惟施行以前應二司法部二諮

報スヘシ」（同法47条３項）としている。前掲台湾総督官房調査課編「変通自在ナ

ル中華民国司法制度』２８，５１頁。それに基づき，1919年，大理院は元の「大理院

処務規則」（1913年大理院が制定）の代わりに，「大理院弁事章程」を制定した。

同章程は，大理院の権限や大理院長の司法行政権，院内の組織，法令の統一解釈

権の行使，編集事務，会議規則などについて，計230条の規定を設けている。

(20）『大理院弁事章程』（大理院書記庁発行・1919年）第５章「統一解釈法令権之

行使」８０頁。

(21）前掲黄源盛「民初大理院」107頁。

(22）今日，中国大陸では，最高人民法院及び各省の高級人民法院は，法律の適用

をめぐって，下級法院の伺いに応じる疑義解答を公式文書として公布し，実際上

裁判の基準を提供している。台湾でも，司法院の大法官は憲法解釈権のほか，法

令統一解釈権を行使している。

(23）楊幼烟「近代中国司法制度」中華法学評論第１巻第５．６合併号（1937年２

月）３０頁。

(24）それらの司法規則の日本語訳は，前掲台湾総督官房調査課編『変通自在ナル

中華民国司法制度』第83頁以下を参照。ちなみに，法院未設の各県には暫行弁法

として，1913年に審検所を設け，承審員をして審理せしめることとしたのである

が，承審員と県知事との間の権限争議その他種々の紛争を惹起し，運用に支障を

来すに至ったので，翌年４月５日の「県知事兼理司法事務暫行条例」によって，

県知事に司法事務を委任し，承審員をしてこれを助理する制度に改め，各県の審

検所は一律にこれを廃止した。前掲梶川俊吉『中華民国司法制度：治外法権に関

する研究』２０頁。

(25）李峻「論北洋政府時期的司法独立」南京社会科学2000年第10期39頁。

(26）前掲台湾総督官房調査課編「変通自在ナル中華民国司法制度」２８頁。

(27）前掲「大理院弁事章程』８０頁。

(28）大津事件において，大審院長児島惟謙が事件担当裁判官を説得し，政府から

の干渉に抵抗する行動について，一般には，児島を「護法の神」と讃える評価が

広く普及し，あるいは大津事件以来，司法権独立はその後日本の裁判所の伝統と

して確立されるに至ったという認識があるのに対し，既に早くから，児島が司法
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権の独立を強調しながら，その監督権の範囲を超えて担当判事に干渉するもの，

と批判されていた。宮沢俊義は「裁判官以外の者の裁判官に対する干渉が違法で

あるかどうかは，そこで干渉の目的とせられる判決の内容如何によって定める」

と論じた上，「そう考えぬかぎり，児島院長の行動の適法性を司法権独立の原理と

の関連において理由づけることはおそらく不可能であろうかとおもう」と指摘す

るのに対し，家永三郎は「干渉者は，政府であれ裁判所内部の上層裁判官であれ，

自己の主張を正当として干渉するにきまっているから，干渉の適否は水掛け論と

なるほかなく，結局干渉を排除できない結果となってしま」い，「1969年に札幌地

方裁判所長平賀健太の長沼訴訟について担当裁判官福島重雄に加えた干渉は，ほ

ぼそのような論理によるものであった」と指摘し，児島の裁判官説得を適法視す

る理由を「緊急避難的性格をもつもので違法性は阻却される」ことに求めた。宮

沢俊義「大津事件の法哲学的意味」法学協会雑誌62巻11号（同『憲法と裁判」（有

斐閣・1967年版）所収，226頁以下)。家永三郎「大津事件における司法権の独立」

児島惟謙（家永三郎編注）「大津事件日誌』の解説（二）264～265頁。こうした評

価について，家永三郎はさらに「最高裁判所の下級裁への干渉が繰り返し行われ

ている現在の時点においては，児島の行動の評価については特に厳正な論理を用

いないと，監督機関の裁判干渉を現実にジャスティフアイする結果ともなりかね

ないから，慎重を要すると思う」とも述べている。同「司法権独立の歴史的考察』

（日本評論社．1967年増補版）６８～69頁。また，田岡良一は「平賀書簡事件」との

関連において，裁判所構成法143条の解釈論から，児島が部下の判事らに加えた干

渉の違法性を論証したが，ただし，田岡による家永批判は，国際政治的観点を主

とするものであることに注意する必要がある。同「児島大審院長の行動の法律学

的批判」同「大津事件の再評価」（有斐閣・1983年新版）162頁以下。

(29）樋口陽一「憲法」（創文社．1998年改訂版）420～421頁。

(30）王寵恵「中華民国憲法雛議」前掲張耀会，岑徳彰編「中華民国憲法史料」下

編収録。

(31）前掲呉宗慈「中華民国憲法史（前編)」７５～76頁。

(32）その詳細は，前掲謝振民「中華民国立法史（上)』８６頁を参照されたい。

(33）前掲呉宗慈「中華民国憲法史（前編)」７６～78頁。

(34）その論理展開は，次の諸点がある。第一に，英国の法律が平等と称されるに

も関わらず，海事裁判所が設けられるという質疑に対し，海事裁判が軍人に限り，

行政裁判はそれと異なり一般の人民の権利義務に係わってそれと同列に論じられ

ないと指摘した。第二に，行政の管轄する事務の複雑性からの質疑に対し，司法

裁判でも専門性の高い場合があり，それで専門家を裁判官にするべきかと反問し

た。第三に，権力分立の原則から官吏が行政法規を違反するかは行政裁判所によ

って裁判されるべき，裁判官がそれを干渉し行政裁判所の自由裁量を束縛するべ

きではないとの非難に対し，行政裁判所の自由裁量は憲法の保障する人民の権利

を増減し，間接的に憲法の効力を増減できる。加えて，三権が絶対的に分立する

なら，一国の裁判権には二尊を許せないから，人民の権利に係わる行政訴訟につ
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いては決して行政部の裁判権に最終的判断を許されないと指摘した。第四に，行

政訴訟は国家と人民の間の訴訟であり，官吏個人と人民の間の訴訟ではないから，

司法機関によって行政機関を裁判すれば司法の行政に対する干渉となるという質

疑に対し，国家は公法人としても，私人と交渉する際にそれと対等の地位に立ち，

裁判官の裁判を受けるべきであるが，法律の尊厳は神聖であり，国家といえども

それに服従する義務を負い，そうでなければ革命の発生は必然であると指摘した。

(35）田中和夫『英米法概説（再訂版)」（有斐閣・’981年）７２頁。

(36）浦部法穂「全訂憲法学教室」（日本評論社．2000年）316～317頁。

(37）芦部信喜は18世紀から19世紀にかけての大陸法における司法の地位について，

それが法律を単純に適用することを職務とする権力であり，司法による他権力の

コントロールの仕組みはすべて排斥されていると指摘し，その特徴を「行政型」

と概括した。同「人権と憲法訴訟」（有斐閣・1994年）５～７頁。

(38）前掲浦部法穂『全訂憲法学教室』６９～70頁。

(39）翁岳生「我国憲法解釈之沿革」司法院大法官書記処編「大法官釈憲史料』（司

法院．1998年）１９～20頁。

(40）郭衛編集『大理院解釈全文」（成文出版社・’972年）３頁。

(41）同上429頁。

(42）郭衛編集「大理院判決例全書」（成文出版社・1972年）１頁。

(43）同上２頁。

(44）同上１頁。

(45）銭端昇，薩師烟，郭登腺，楊鴻年，呂恩莱，林瓊光，潟震『民国政制史

（上)」（商務印書館1945年増訂版，上海書店1989年複製）180頁。

(46）1925年国民政府組織法の原典は，前掲張耀会，岑徳彰編「中華民国憲法史料』

上編参照。

(47）前掲銭端昇ほか「民国政制史（上)」171頁。前掲謝振民『中華民国立法史

（下)」375頁。

(48）前掲梶川俊吉「中華民国司法制度：治外法権に関する研究」２２～23頁。外務

省条約局第二課編「支那国民政府司法制度概要」（支那国治外法権撤廃問題調査資

料第三輯.1929年）１～２頁。

(49）前掲外務省条約局第二課編「支那国民政府司法制度概要』２～３頁。

(50）1927年８月12日，南京の国民政府は指令をもって北京政府の発布した各種の

実体法，訴訟法について革命主義及び国民政府の法令に抵触しないものを一切有

効として完全に実施することとし，また，同年12月に指令をもって法院制度につ

いて旧制の四級三審制を維持すべきと決定した。前掲外務省条約局第二課編「支

那国民政府司法制度概要」３頁，１４頁。それゆえ，商務印書館が1933年12月に編

集した「中華民国現行法規大全』には，北京政府時代の法院編制法が有効の法令

として収録されている。

(51）前掲銭端昇ほか「民国政制史（上)』180頁。

(52）前掲楊幼烟「近代中国立法史」351頁。
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(53）1928年国民政府組織法の原典は，前掲張耀会，岑徳彰編『中華民国憲法史料』

上編参照。

(54）前掲商務印書館編「中華民国現行法規大全』197頁。

(55）前掲謝振民「中華民国立法史（下)」376頁。司法行政部組織法の原典は，前

掲商務印書館編「中華民国現行法規大全』233～234頁を参照。
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